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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（千円） 2,009,717 1,941,821 2,636,734 2,828,769 3,071,173

経常損益（千円） △376,785 △403,944 △414,369 133,137 △630,936

当期純損益（千円） △379,142 △347,129 △1,276,781 △393,986 △537,028

純資産額（千円） 4,947,396 4,620,558 3,498,494 3,226,018 3,003,536

総資産額（千円） 5,137,217 5,331,873 5,642,657 5,271,829 4,168,231

１株当たり純資産額（円） 122,194.16 114,121.68 84,943.78 76,006.96 60,741.33

１株当たり当期純損益（円） △9,364.33 △8,573.64 △31,416.10 △9,566.04 △13,039.11

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 96.3 86.7 62.0 59.4 60.0

自己資本利益率（％） △7.4 △7.3 △31.5 △11.9 △19.1

株価収益率（倍） △18.69 △13.41 △3.40 △6.59 △1.52

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△649,785 △154,851 △993,823 393,087 △475,872

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
434,980 △75,675 △1,024,710 △14,779 1,872,140

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
－ － 1,794,499 － △2,509,872

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
2,605,858 2,382,983 2,178,229 2,556,964 1,427,920

従業員数(名） 56 72 53 35 84

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．純資産額の算定にあたり、第11期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

8号）を適用しております。

３．潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上されているため記載してお

りません。

４．第10期の当期純損益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるも

のであります。
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(2)提出会社の経営指標等

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（千円） 1,990,416 1,937,603 2,089,871 2,276,234 1,176,754

経常損益（千円） △339,720 △396,725 △240,563 166,293 △388,927

当期純損益（千円） △324,577 △339,585 △1,256,251 △370,380 △755,928

資本金（千円） 2,972,725 2,972,725 3,022,725 3,022,725 3,022,725

発行済株式総数（株） 40,488 40,488 41,187.30 41,187.30 41,187.30

純資産額（千円） 4,958,114 4,638,375 3,521,448 3,175,957 2,344,532

総資産額（千円） 5,144,919 4,947,819 5,451,946 5,005,370 2,976,298

１株当たり純資産額（円） 122,458.86 114,561.74 85,501.11 77,112.54 56,925.48

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当

額）（円）

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純損益（円） △8,016.63 △8,387.30 △30,910.95 △8,992.87 △18,354.02

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 96.4 93.7 64.6 63.5 78.8

自己資本利益率（％） △6.3 △7.1 △30.8 △11.1 △27.4

株価収益率（倍） △21.83 △13.71 △3.46 △7.01 △1.08

配当性向（％） － － － － －

従業員数(名) 49 41 36 25 21

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．純資産額の算定にあたり、第11期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

8号）を適用しております。

３．潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上されているため記載してお

りません。

４．第10期の当期純損益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるも

のであります。

５．第10期は、第1回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の権利行使により発行済株式総数が増加

しております。なお、詳細につきましては「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　(4）発行済株式総数、資

本金等の推移」をご参照ください。
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２【沿革】

年月 事項

平成８年７月 ３次元グラフィックス向けLSIの開発ならびに販売等を目的として株式会社リアルビジョンを横

浜市港北区に設立（資本金１億円）

平成10年１月 自社開発による最初の３次元グラフィックス向けLSI「GA330ジオメトリエンジン」を開発

平成11年７月 「GA330ジオメトリエンジン」をさらにバージョンアップさせた「GA400ジオメトリエンジン」

を開発、同月に販売開始となる日本電気株式会社のワークステーションに採用される。また、同社

より「GA400ジオメトリエンジン」を搭載した画像処理ボード「TE4E」も販売開始

平成12年12月 東京証券取引所マザーズに株式を上場

平成13年７月 米国カルフォルニア州にRVU,INC.を設立

平成13年11月 最初の医療機器向けグラフィックスボードとして「VREngine/MD3」の販売を開始

平成14年１月 北九州市若松区に株式会社リアルビジョン北九州を設立

平成15年９月 最初の遊技機器向けグラフィックスLSIの量産出荷を開始

平成16年11月 ＬＳＩのターンキーサービスを主な業務とする台湾のMacroTech Semiconductor Corp.の株式を取得

し、同社他３社を子会社化

平成18年３月 ベンチャーキャピタルである株式会社ツナミネットワークパートナーズが業務執行組合員をつと

める民法上の組合であるTSUNAMI2002-1号投資事業組合（当社出資比率50.0％）及び

TSUNAMI2004-1号投資事業組合（当社出資比率90.9％）を子会社化

平成19年５月 産業用液晶モニターの開発、製造及び販売を主な業務とする韓国のWIDE Corp.の株式を取得し、同

社他１社を子会社化

平成19年６月 ターンキーサービス事業縮小により台湾のMacroTech Semiconductor Corp.の子会社３社の清算を決

定

平成19年11月 TSUNAMI2002-1号投資事業組合及びTSUNAMI2004-1号投資事業組合を解散
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社リアルビジョン）、連結子会社6社（RVU,INC.、株式会

社リアルビジョン北九州、MacroTech Semiconductor Corporation、 MacroTech Semiconductor Corporation(USA)、

WIDE Corporation及びWIDE USA Corporation）で構成され、グラフィックスLSI及びグラフィックスボードの開発・販

売、産業用液晶モニターの開発・製造・販売を主業務としております。また、主業務に加え、部材の原材料等の販売も

行っております。なお、前連結会計年度まで連結子会社であったMacroTech Semiconductor Corporation(BVI)、

TSUNAMI2002-1号投資事業組合、TSUNAMI2004-1号投資事業組合及び非連結子会社であった

MacroTech Semiconductor Corporation(LLC)は、当連結会計年度において清算及び解散しました。

　当社は、システムLSI技術をベースに主要事業領域をグラフィックス分野に置き、設立以来、「点から面へ」という事

業戦略をとっております。すなわち、ハイエンドのグラフィックスLSIの開発で培ったシステムLSI化技術をさらに高

めていくという「点戦略」を進め、これを核として「面戦略」、すなわち、市場の成長が期待できる特定用途向けグラ

フィックス分野へ進出し、当該特定用途に対応するグラフィックスLSI、基本ソフト（ドライバ、ライブラリ）、ボー

ド、アプリケーションソフト及び液晶モニターを開発し、サブシステムもしくはシステムとして製品供給を行い、付加

価値を高めております。今後、特定用途向けグラフィックス分野でも医療機器、航空管制、船舶等の産業用グラフィッ

クス事業とアミューズメント事業に経営資源を集中させていく方針であります。

(1）グラフィックス関連事業

　グラフィックス機能は、産業分野においては、自動車、家電製品、金型、建築物等工業製品の設計に使用されるワー

クステーションやシミュレーション機器等産業分野で、すでに重要な役割を果たしているほか、家庭用ゲーム機器

等コンシューマー分野でも重要な機能になっております。人間は必要な情報のかなりの部分を視覚に依存してお

り、通信のブロードバンド化等に伴い、グラフィックス機能は、今後、ますます重要度が高くなっていくものと思わ

れます。当社は、前述のように、システムLSI技術をベースに主要事業領域をグラフィックス分野に置き、「点から面

へ」という事業戦略をとっております。

①　産業用グラフィックス事業

　当社が画像処理を行うサブシステム（グラフィックスLSI、基本ソフト〔ドライバ、ライブラリ〕、ボード及びアプ

リケーションソフト）、一方、WIDE社が画像表示を行う液晶モニター、と両社製品の補完関係は強く、産業用グラ

フィックスシステムとして両社一体となり、事業展開を図ってまいります。当該事業は、大手企業が激しい競争をし

ているテレビ及びPC等の商業用途は避け、高い技術力で高付加価値を生み出す産業用途にフォーカスしており、既

に医療機器向けで事業基盤を確立しております。現在、航空管制及び船舶向けに進出している他、今後、他の産業用

途への展開を計画しております。当社グループとして、高解像度の画像表示を特徴とした産業用グラフィックスシ

ステムメーカーとして、世界NO.1になることを目標としております。

②　アミューズメント事業

　当社は、平成15年9月より遊技機器向けグラフィックスLSIの量産供給を開始いたしました。当該グラフィックス

LSIは遊技機器のコンテンツでも3Dアニメーション（オリジナルキャラクターやアニメのキャラクター等によるコ

ンテンツ）に適しており、大型液晶画面のパチスロ機に多く採用され、これまで順調に売上を伸長させてまいりま

した。ところが、パチスロ機について平成19年6月の規則改正で大幅に射幸性が低下し、年間約150万台の需要が大幅

に減少している模様で、当面の間、当該グラフィックスLSIは販売が厳しくなると当社では予想しております。

一方、パチンコ機は年間約400万台の需要を維持しており、大型液晶画面でムービー（ドラマや人気歌手等の実写に

2Dキャラクター等を合成する）を高解像度で画像表示するコンテンツが主流になってきておりますが、当該コンテ

ンツはドラマや人気歌手等の版権料がかかることに加え、高解像度化に伴うデータ量の増加によりメモリーの搭載

量が増え、製造コストが急騰しております。

　そこで当社は、パチンコ機市場に本格的に参入するため、世界最高水準の圧縮技術を採用した新型の遊技機器向け

グラフィックスLSIの開発を現在、進めております。当該圧縮技術は、約1/200のデータ圧縮率を実現し、競合他社製品

の約3倍の圧縮率を誇ります。新型のグラフィックスLSIはその圧縮技術により、メモリーの搭載量を大幅に削減し

システムコストを抑制した上、大型液晶画面でハイビジョン画像並の画質を実現いたします。

　次期上期末までに新型の遊技機器向けグラフィックスLSIの開発を完了させ、早期に販売を開始する方針でありま

す。

(2)部材関連事業

　部材関連は、グラフィックス関連の事業を推進する中で親密取引先からの依頼で生じた取引であります。
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（注）１．連結子会社RVU,INC.（以下、RVU）及び株式会社リアルビジョン北九州（以下、RV北九州）について

RVUは当社の100％子会社であり、平成13年7月に米国における先端技術を有する企業との提携の推進及び当社開

発製品の販売活動等を行うため、米国カルフォルニア州シリコンバレーに設立しました。また、RV北九州も当社の

100％子会社であり、平成14年1月に設立しました。グラフィックス関連等の共同開発を行っております。

２．MacroTech Semiconductor Corporation（以下、MacroTech社）グループ4社について

MacroTech社は平成12年6月に設立され、現在、本社は台湾新竹市に位置しており、LSI等のターンキーサービス(*)

を主な業務としております。前述のように当連結会計年度においてターンキーサービス関連は縮小しており、

MacroTech社の一部営業権譲渡を実施した他、MacroTech Semiconductor Corporation(BVI) 及び

MacroTech Semiconductor Corporation(LLC)は平成19年11月に、MacroTech Semiconductor Corporation(USA)（以下、

MT-USA）は平成19年12月に清算いたしました。なお、MT-USAの資産の最終整理は次期になる見込みです。今後、

MacroTech社は台湾における当社グラフィックス関連製品の製造管理と販売に注力してまいります。なお、平成20年

3月31日現在の持分比率は73.0％になります。

(*)ターンキーサービスとは、LSIのレイアウト設計及びマスクデータの作成を同社が行い、半導体製造会社（ウエハ

処理）、組立て会社（パッケージング）及びテスト会社と連携をとり、半導体ファブレスメーカー及びデジタル家

電メーカー等にLSIの量産供給を行うものであります。

３．TSUNAMI2002-1号投資事業組合及びTSUNAMI2004-1号投資事業組合について

ベンチャーキャピタルである株式会社ツナミネットワークパートナーズが業務執行組合員をつとめる民法上の

組合であるTSUNAMI2002-1号投資事業組合（当社出資比率50.0％）及びTSUNAMI2004-1号投資事業組合（当社出

資比率90.9％）であります。両投資事業組合は、WIDE社に投資しておりますが、当社がWIDE社を子会社化したこと

に伴い、当社のWIDE社に対する持分を明確にするため、両投資事業組合を平成19年11月に解散いたしました。

４．WIDE Corporation(以下、WIDE社)グループ2社について

WIDE社は、平成11年12月に韓国に設立された医療機器及び航空管制等の産業用液晶モニターの開発・製造・販

売会社であります。WIDE USA Corporationは同社の米国における販売子会社であります。なお、平成20年3月31日現

在、当社持分比率は39.0％になりますが、取得済みの同社転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の一部を行使す

れば、当社の持分比率は40％以上で維持されます。加えて、技術・資金等において緊密な関係にあることから、実質

基準を適用し、当社子会社としております。
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４【関係会社の状況】

　関係会社は次のとおりであります。

名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の所有
割合（％）

関係内容

(連結子会社)      

RVU,INC.

（注）１

米国カリフォルニ

ア州
20万米ドル

グラフィックス関

連製品の販売事業

等

100.0

当社製品の販売

等

兼任役員３名

株式会社リアルビジョン

北九州

（注）１

北九州市若松区 30,000千円

グラフィックス関

連製品の販売事業

等

100.0

当社との共同開

発等

兼任役員４名

MacroTech Semiconductor 

Corporation

（注）１

台湾新竹市 29,500千台湾ドル
ターンキーサービ

ス
73.0

当社製品の仕入

等

兼任役員３名

MacroTech Semiconductor 

Corporation(USA)

（注）１,２

米国カリフォルニ

ア州
3,135千米ドル

ターンキーサービ

ス

73.0

(73.0)
－

WIDE Corporation 

（注）１,３
韓国忠清北道 11,462百万ウォン

産業用液晶モニ

ターの製造・販売
39.0

当社製品の販売

等

兼任役員１名

WIDE USA Corporation 

（注）１,２

米国カリフォルニ

ア州
620千米ドル

産業用液晶モニ

ターの販売

31.4

(31.4)
－

　（注）１．上記子会社のうちには有価証券報告書の提出会社はありません。

２．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

３．特定子会社に該当しております。

４．MacroTech Semiconductor Corporation、WIDE Corporation及び WIDE USA Corporation については、売上高(連結

会社間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が100分の10を超えております。

（主要な損益情報等）

　
MacroTech Semiconductor
Corporation

WIDE Corporation WIDE USA Corporation

 （1）売上高 358,715千円 980,497千円 611,645千円 

 （2）経常損失 33,474千円 334,950千円 4,506千円 

 （3）当期純利益
（△は純損失）

12,673千円 △339,405千円 △4,506千円 

 （4）純資産額 103,208千円 904,575千円 △359,958千円 

 （5）総資産額 114,733千円 1,643,353千円 316,388千円 

EDINET提出書類

株式会社リアルビジョン(E02057)

有価証券報告書

  7/102



５【従業員の状況】

(1)連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

グラフィックス関連事業  79

全社（共通）  5

合計  84

　（注）１．従業員数は、就業人員であり、嘱託2名を除いております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない提出会社の管理部門に所

属しているものであります。

３．前連結会計年度末に比べ49名増加しておりますが、新規連結子会社２社による増加等であります。

(2)提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

21 　 36才7ヶ月   4年3ヶ月 5,824

　（注）１．従業員数は、就業人員であり、嘱託2名を除いております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．前事業年度末に比べ従業員が4名減少しておりますが、退職による減少等であります。

(3）労働組合の状況

　労働組合は、結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)業績

当連結会計年度、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）のおかれました経営環境につき、国内経済は、前

半、好調な企業業績を背景とした堅調な設備投資や雇用環境の改善等より、全体的に緩やかに拡大しておりました

が、後半になり、米国を中心としたサブプライムローン問題に端を発する世界的な金融不安から急激な円高、株価の

下落などが進行し、実体経済の減速感が強まりました。一方、世界経済においても、アジア等の新興国の成長が継続

しているものの、欧米においては原油をはじめとする諸物価の高騰に加え、サブプライムローン問題の拡大から景

気の減速懸念がでてきました。

エレクトロニクス業界につきましては、新型ゲーム機の普及や薄型テレビ等主力のデジタル家電製品の活発な販

売等、市場は拡大しているものの、欧米経済の減速により、先行き不透明な状況となっております。国内は、好調な企

業業績や民間設備投資の増加を背景に、個人消費も堅調に推移し、緩やかな景気拡大が継続いたしました。世界的に

は、米国経済が住宅市場の調整等より減速懸念があるものの、欧州経済は個人消費が拡大し堅調に推移し、中国やイ

ンドをはじめとする新興国経済も順調に成長いたしました。

このような状況下、当社グループは、グラフィックス関連の産業用グラフィックス事業及びアミューズメント事

業に経営資源を集中させる為、事業の再構築を行いました。グラフィックス関連の放送グラフィックス事業の整理

を行い、ターンキーサービス関連の大幅な縮小を進める一方で、産業用グラフィックス事業を強化する為、平成19年

5月にWIDE社を子会社化し、アミューズメント事業では世界最高水準の圧縮技術を採用した新型の遊技機器向けグ

ラフィックスLSIの開発に着手しました。

　これらの結果、当連結会計年度の業績は売上高が3,071,173千円（前年同期比8.6％増）となり、売上総利益率の高い

アミューズメント事業の売上が低迷する中、研究開発費の大幅な増加に加え、WIDE社の在庫の評価替えで323,784千

円を売上原価として計上したことから、営業損失623,325千円（前年同期は営業利益113,593千円）、経常損失630,936

千円（前年同期は経常利益133,137千円）と大幅な減益となりました。

　なお、当社グループとしてグラフィックス関連の産業用グラフィックス事業及びアミューズメント事業に経営資

源を集中させるため、放送グラフィックス事業の整理及びターンキーサービス関連の縮小（台湾のMacroTechグ

ループの一部営業権譲渡と子会社2社の清算）等リストラを進めた結果、特別利益として112,284千円（営業譲渡利

益等）、特別損失として163,147千円（事業整理損失等）を計上し、当期純損失は537,028千円（前年同期は当期純損

失393,986千円）となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

1)グラフィックス関連事業

　産業用グラフィックス事業及びアミューズメント事業に注力する一方、放送グラフィックス事業の整理を行いま

した。産業用グラフィックス事業では、高解像度LCDコントローラは堅調に推移し、平成19年5月に子会社化した韓

国の産業用液晶モニターメーカーのWIDE社についても、平成19年6月の素材事業のリストラ後、売上高が回復しま

した。また、アミューズメント事業は、平成19年6月に規則改正がありパチスロ機の需要が大幅に減退し、当社遊技機

器向けグラフィックスLSIの販売は低調に終わりました。

　この結果、売上高2,078,639千円（前年同期比44.6％増）、営業損失489,636千円（前年同期は営業利益291,080千円）

となりました。

2)部材関連事業

WIDE社の連結に伴い同社への液晶関連の部材の売上が相殺されるため、売上高575,367千円（前年同期比31.8％

減）、営業利益10,425千円（同53.4％減）となりました。

3)ターンキーサービス関連

ターンキーサービス関連は、事業の縮小により、売上高417,166千円（前年同期比23.9％減）、営業利益18,290千円

（前年同期は営業損失28,571千円）となりました。

　所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

1)日本

　日本では、グラフィックス関連（当社製品の開発及び販売）と部材関連を中心に事業を行っております。前述のよ

うにアミューズメント事業のグラフィックスLSIの販売が低調であったことから、売上高1,176,754千円（前年同期

比49.0％減）、営業損失225,285千円（前年同期は営業利益370,939千円）となりました。

2)韓国
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韓国では、平成19年5月に子会社化したWIDE社によりグラフィックス関連（産業用液晶モニターの開発、製造及

び販売）を中心に事業を行っております。平成19年6月の素材事業のリストラ後、売上高が回復したことにより、売

上高1,495,625千円、営業損失313,218千円となりました。

3)台湾

台湾では、グラフィックス関連（製造委託先から製品を仕入れ当社へ販売）とターンキーサービス関連を中心に

事業を行っております。ターンキーサービス関連の事業の縮小により、売上高413,729千円（前年同期比32.9％減）、

営業利益14,266千円（前年同期は5,296千円の営業損失）となりました。

4)米国

米国では、グラフィックス関連（当社製品及び産業用液晶モニターの販売）とターンキーサービス関連を中心に

事業を行っております。新規連結子会社（WIDE USA Corporation）の取得により、売上高742,957千円（前年同期比

327.0％増）、営業利益7,597千円（前年同期は24,692千円の営業損失）となりました。

(2)キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、資金）については、以下の活動により、前連結会計年度末と

比べ1,129,043千円減少し、当連結会計年度末で1,427,920千円（前年同期比44.2％減）となりました。当連結会計年度

におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により使用した資金は475,872千円（前連結会計年度は393,087千円の獲得）となりました。これは主に

たな卸資産の減少360,164千円（前年同期比297,040千円減）等の増加要因がありましたが、税金等調整前当期純損

失681,799千円（前年同期は402,063千円の税金等調整前当期純損失）及びその他流動負債の減少157,550千円（前年

同期比116,478千円の減少）等の減少要因によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果獲得した資金は1,872,140千円（前連結会計年度は14,779千円の使用）となりました。これは主に

新規連結子会社であるWIDE社の株式取得による収入350,609千円及び同社のリストラによる素材事業の売却による

収入1,441,812千円等の増加要因によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は2,509,872千円（前連結会計年度は該当なし）となりました。これは短期借入金の

返済による支出768,805千円及び長期借入金の返済による支出728,308千円と当社及びWIDE社の新株予約権付社債

の償還による支出1,359,159千円等によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％）

グラフィックス関連事業 1,939,141 34.9

ターンキーサービス関連事業 413,500 △24.8

合計 2,352,642 18.3

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2)受注状況

　当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％）
受注残高
（千円）

前年同期比（％）

グラフィックス関連事業 2,276,297 75.4 287,100 2,438.3

部材関連事業 527,007 △37.0 5,359 △90.0

ターンキーサービス関連事業 278,862 △49.8 6,991 △96.5

合計 3,082,167 14.6 299,451 14.8

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％）

グラフィックス関連事業 2,078,639 44.6

部材関連事業 575,367 △31.8

ターンキーサービス関連事業 417,166 △23.9

合計 3,071,173 8.6

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

兼松㈱ 880,561 31.1 － －

WIDE Corporation 369,565 13.1 － －

A.C.R.

 ELEC-CHEM (KUNSHAN)  CO.,

LTD. 

292,317 10.3 385,885 12.6

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

現状の経営課題として、主に以下の事項を考えております。

(1) 技術革新への対応

グラフィックス市場は競合が激しく、技術の進歩も急速に進んでおります。新たなアーキテクチャのLSI化に加え、半導

体プロセスの進化に伴い、ジオメトリ処理及びレンダリング処理等を行うLSIの高速化がさらに進むと同時に、グラフィッ

クス以外の機能と１チップにシステムLSI化することが可能になると予想しております。このような急速な技術革新に対応

するには、優秀で経験豊富なシステムLSI開発技術者を確保することが極めて重要な経営課題と認識しております。また、自

社の固有技術を確立する一方で、当該固有技術と融合する技術を有する企業に対し、買収や提携等を迅速に行うことが重

要と考えております。

(2) 効率的な研究開発体制の構築

当社は、現在、特定用途向けグラフィックス分野へ事業を展開しております。すなわち、相応の市場規模が期待できる医

療機器向け及び遊技機器向け等特定用途向けグラフィックス市場に対し、当該特定用途に最適化したグラフィックスLSI、

基本ソフト（ドライバ、ライブラリ）、ボード並びにアプリケーションソフトを開発し、サブシステムでの事業展開を図っ

ております。特定用途向けグラフィックス分野では、それぞれの用途ごとに仕様が異なるため、当該特定用途の市場に精通

した有力企業に対し、買収や提携等を行うことでそれぞれの市場ニーズを的確に把握し、より効率的な開発体制を確立し

ていく方針であります。

(3) LSI等の製造委託先の確保

当社は、ファブレスメーカーとして設計業務に特化しており、LSI及びボード等の製造に関しては一切の業務をアウト

ソーシングしております。その中でもLSIの製造委託は、当社にとり極めて重要な要素を占めております。これまで、国内の

みならず台湾をはじめとする海外の半導体メーカーに対して直接あるいは間接的に製造を委託してまいりましたが、当社

が自らの事業戦略を推進していくためには常に最適な委託先を確保できる体制を確立することが重要であり、複数の委託

先、または半導体メーカーの仲介先との良好な関係を築きあげて維持していくことが重要になります。

(4) 知的財産権の保護

　現在まで、当社には、当社の技術に関連した知的財産権に関わる訴訟を提起される等の問題が生じたことはなく、当社が

適切かつ十分であると認める方法で行った調査によっても訴訟提起等のおそれは認められておりません。情報技術に関す

る知的財産権については実務が必ずしも確立されていない分野も存在し、予想に反して権利の登録ができなかったり、権

利が登録できた場合でも強力な保護が得られない等の可能性があります。しかしながら、当社は、今後も、当社製品または

その技術等に関して必要に応じてできる限り知的財産権の登録出願を行うなどその保護を図る方針であります。

(5) 内部管理体制の強化

当社グループは、平成20年3月31日現在、取締役4名、監査役3名、従業員84名の規模に成長し、米国、韓国、台湾に子会社を

有しております。しかしながら、社内管理体制は組織的というよりも人的な管理に依存している面が大きいというのが現

状であります。業容の拡大に伴い、組織的な経営の基盤や内部管理体制の整備の重要性が増しており、人員の増強や社内管

理体制の一層の充実及びコンプライアンス体制の強化を図っていく方針であります。
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４【事業等のリスク】

以下に、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる

主な事項を記載しております。

また、事業上のリスクとして具体化する可能性は必ずしも高くないと見られる事項を含め、投資家の投資判断上重

要と考えられる事項については、投資家に対する情報開示の観点から積極的に開示しております。当社は、これらのリ

スクの発生の可能性を認識した上で、その発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当社株式

に関する投資判断は、以下の記載事項及び本項以外の記載事項を、慎重に検討した上で行われる必要があると考えま

す。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

１．当社の事業戦略及びそれに伴うリスクについて

当社の企業集団は、グラフィックスLSI及びグラフィックスボードの開発・販売、産業用液晶モニターの開発・製造

・販売及びターンキーサービスを主業務としております。

当社の企業集団は、システムLSI技術をベースに主要事業領域をグラフィックス分野に置き、設立以来、「点から面

へ」という事業戦略をとっております。すなわち、ハイエンドグラフィックスLSIの開発で培ったシステムLSI化技術

をさらに高めていくという「点戦略」を進め、これを核として「面戦略」、すなわち、市場の成長が期待できる特定用

途向けグラフィックス分野へ進出し、当該特定用途に対応するグラフィックスLSI、基本ソフト（ドライバ、ライブラ

リ）、グラフィックスボード、アプリケーションソフト及び液晶モニターを開発し、サブシステムもしくはシステムと

して製品供給を行い、付加価値を高めております。なお、ターンキーサービス関連は当連結会計年度において大幅に縮

小しております。今後、特定用途向けグラフィックス分野でも医療機器、航空管制、船舶等の産業用グラフィックス事

業とアミューズメント事業に経営資源を集中させていく方針であります。

(1) グラフィックス関連事業における取組み

1）グラフィックスLSIについて（点戦略）

グラフィックス市場は競合が激しく、グラフィックスLSI技術の進歩も急速に進んでおります。新たなアーキテク

チャのLSI化に加え、半導体プロセスの進化に伴い、ジオメトリ処理及びレンダリング処理等を行うLSIの高速化がさ

らに進むと同時に、グラフィックス以外の機能と１チップにシステムLSI化することが可能になると予想しておりま

す。このような急速な技術革新に対応するには、優秀で経験豊富なシステムLSI開発技術者を確保することが極めて重

要でありますが、優秀な技術者の確保等が十分に行うことができず技術面での優位性が保てなくなった場合、当社業

績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。また、他社との技術提携等を迅速に行うことも重要と考えており、技術提

携等の交渉が不調となった場合、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。一方、前述のように当社はサブシ

ステムもしくはシステムとして製品展開を進めておりますが、当社独自のグラフィックスLSIは、当該製品の差別化の

核になると認識しており、今後も、独自のグラフィックスLSIの開発を継続していく方針であります。独自のグラ

フィックスLSIの開発は、最先端の分野であるため開発コストの負担も重く、当該グラフィックスLSIを搭載したグラ

フィックスボード等が、当初計画より売上があがらず開発コストの回収等ができなくなった場合、当社業績に重大な

影響を及ぼすおそれがあります。

2）特定用途向けのグラフィックス分野への展開（面戦略）

特定用途向けのグラフィックス分野へ事業展開を図るには、特定用途ごとに個別仕様が必要であるため、それぞれ

の分野に精通した有力企業との提携等を行い、開発を進めることが重要になります。これまで、医療機器及び遊技機器

の各分野の有力企業と提携等を行い、開発を進めてまいりました。当該企業との提携に支障が生じた場合、また、今後、

さらに別の特定用途へ事業を拡大するとき、当該特定用途における有力企業との提携が進まなかった場合、当社事業

計画の変更が迫られるおそれがあり、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。一方、付加価値を追求するた

め、サブシステムもしくはシステムでの製品供給を進めておりますが、グラフィックスLSI、グラフィックスボード、液

晶モニター等ハードとドライバ、ライブラリ、アプリケーションソフト等ソフトウェアの複合製品の供給を行うには、

品質管理体制が重要になります。品質管理体制の整備が不十分な場合、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあり

ます。

3）産業用グラフィックスシステムへの展開について

当社は、平成19年5月にWIDE社を子会社化いたしました。WIDE社は、1999年12月にサムスングループ出身者が設立

した医療機器、航空管制及び船舶等の産業用液晶モニターの開発・製造・販売会社であります。同社の産業用液晶モ

ニターは、大手企業が激しい競争をしているテレビ及びPC等の商業用途は避け、高い技術力で高付加価値を生み出す

産業用途にフォーカスしており、既に医療機器向けで事業基盤を確立し、現在、航空管制、船舶に進出し、他の産業用途

等への展開も計画しております。また、当社が画像処理を行うサブシステム（グラフィックスLSI、基本ソフト〔ドラ

イバ、ライブラリ〕、グラフィックスボード並びにアプリケーションソフト）、一方、WIDE社が画像表示を行う液晶モ

ニター、と両社製品の補完関係は強く、今後、産業用グラフィックスシステムとして両社一体となり、事業展開を図っ
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てまいります。WIDE社との効果的な連携がとれない場合、もしくは、同社の産業用液晶モニターの販売が伸びず同社

の業績が不振に陥った場合、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。

(2) LSIの製造委託について

 当社は、ファブレスメーカーとして設計業務に特化しており、製造に関しては一切の業務をアウトソーシングして

おります。その中でもLSIの製造委託は、当社にとり極めて重要な要素を占めております。LSIの製造委託について、国

内及び台湾をはじめとする海外の半導体メーカーに対して直接あるいは間接的に製造を委託していくことを当社は

考えておりますが、前述の事業戦略を推進していくためには常に最適な委託先を確保できる体制を確立することが重

要であり、そのためには複数の委託先、または半導体メーカーの仲介先との良好な関係を築きあげて維持していくこ

とが必要でありますが、製造委託先と良好な関係を構築できない場合、当社の想定する事業展開の推進に支障をきた

すおそれがあります。

(3) 為替リスクについて

当社は、海外企業からのグラフィックスLSI等の輸入取引が増加する一方、医療機器向けグラフィックスボード等の

輸出取引も行っております。当該取引の拡大に伴い、当社では、為替リスクが大きくなると予想しております。当該為

替リスクに対し、社内体制の整備を行い、先物予約等ヘッジ策を検討してまいりますが、予期せぬ為替変動に見舞われ

た場合、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。

２．会社組織について

　当社グループは、平成20年3月31日現在、取締役4名、監査役3名、従業員84名の規模に成長し、米国、韓国、台湾に子会社

を有しております。しかしながら、社内管理体制は組織的というよりも人的な管理に依存している面が大きいという

のが現状であります。したがいまして、経営陣はもとより、人材の社外流出により当社業務遂行上の支障が生じた場

合、代替要員の不在、事務引継手続の遅延等の理由によって当社の業務に支障が生じるおそれがあります。今後、当社

は、より組織的な経営を目指し、かつ、コンプライアンス体制を強化するため、社員の育成及び拡充を図る等の対策を

行ってまいりますが、当社業容がさらに拡大し、適切かつ十分な人的・組織的対応ができない場合、当社業績に重大な

影響を及ぼすおそれがあります。

３．経営成績について

当社グループの現在までの業績は、以下の通りとなっております。

回　　 次 第7期連結 第8期連結 第9期連結 第10期連結 第11期連結 第12期連結

決　算　年　月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月 平成20年3月

売上高（千円） 1,213,470 2,009,717 1,941,821 2,636,734 2,828,769 3,071,173

経常損益（千円） △640,097 △376,785 △403,944 △414,369 133,137 △630,936

当期純損益（千円） △692,716 △379,142 △347,129 △1,276,781 △393,986 △537,028

資本金（千円） 2,972,725 2,972,725 2,972,725 3,022,725 3,022,725 3,022,725

純資産額（千円） 5,339,124 4,947,396 4,620,558 3,498,494 3,226,018 3,003,536

総資産額（千円） 5,495,844 5,137,217 5,331,873 5,642,657 5,271,829 4,168,231

(注)　売上高には消費税等は含まれておりません。

 当連結会計年度において、当期純損失として537,028千円計上し、利益剰余金は△3,999,657千円になっております。今

後も前述の事業戦略に基づき事業を展開し、利益剰余金の△3,999,657千円の解消を図ってまいりますが、当社の事業

展開が計画通りに進展せず、解消が進まない場合、当社に重大な影響を及ぼすおそれがあります。
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４．知的財産について

情報技術（IT）に関する知的財産権の問題は比較的歴史が浅いため、確立した実務というものが存在しない分野も

多く存在します。従って、以下に記載している事項は、現状において認識し得る限りのものに過ぎず、将来にわたって

網羅的なものたり得ない可能性があります。

(1) 登録された知的財産権の希少性

当社は、当社製品またはその技術等に関して必要に応じて出来る限り知的財産権の登録出願を行う等その保護を図

る方針ですが、情報技術に関する知的財産権については実務が必ずしも確立されていない分野も存在し、予期に反し

て権利が登録できなかったり、権利が登録できた場合にも強力な保護が得られない等の可能性があります。また、当社

は、平成20年3月31日現在、商号等に関する商標権が登録されている以外、国内外において登録及び登録手続き中の知

的財産権を有していません。当社の製品またはその技術等は、民法、不正競争防止法、著作権法等の登録出願を要しな

い権利に関する法令によって保護の対象とされる場合もありますが、これらの法令に基づく保護が及ばない場合やそ

の権利行使に困難を伴う場合があり、当社の製品等と類似の製品等が他者により開発、製造又は販売等された場合、そ

の対応により当社業績に影響を及ぼす可能性があります。

(2) 知的財産権侵害等による紛争の可能性

平成20年3月31日現在まで、当社には、当社の技術に関連した知的財産権に関わる訴訟を提起される等の問題が生じ

たことはなく、当社の知る限りにおいては訴訟提起等のおそれはないと考えております。

また、LSIやボード等の開発において他社と共同で行うことがあります。共同開発の相手先や製造委託先等の他社が

開発等に関与した当社製品に利用されている技術のうち、他社の技術が第三者の知的財産権を侵害しているか否かに

ついて、平成20年3月31日現在、訴訟やクレーム等の報告を当社は他社もしくは第三者より受けておらず、当社の知る

限りにおいては訴訟提起等のおそれはないと考えております。

　しかしながら、将来、これらの技術を含め当社の事業に関連した知的財産権が第三者に成立した場合、または、当社の

認識していない当社の事業に関連した知的財産権が存在した場合においては、第三者による知的財産権を侵害したと

の主張に基づく訴訟が提起される可能性があります。これが提起された場合には、その準備のために多大な時間や費

用等の経営資源を訴訟に費やさなくてはならず、また、敗訴した場合には、訴訟の対象となる技術を含む製品の販売を

継続できなくなることがあり、多額の損害賠償債務を負担させられ、あるいは、第三者から実施許諾等による使用の対

価が発生し、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。訴訟の提起には至らなくとも、知的財産権に関わる紛

争が生じた場合には、当社の製品または技術等に対する保護が限定され、同様に当社業績に重大な影響を及ぼすおそ

れがあります。

５．製品クレームの偶発性

平成20年3月31日現在まで、当社には、当社が開発、製造または販売等をするLSI、ソフトウェア等に関し、日本または

海外における製造物責任法又はその他の法律に基づく責任につき、訴訟を提起される等の問題が生じたことはありま

せん。当社は、当社におけるLSI、ソフトウェア等の開発、製造及び販売等を通じて、欠陥等の不具合を生じないよう、ま

た生じたとしてもこれを発見し排除できるよう管理に努めております。しかし、エンドユーザー等に損害を与えかね

ないような不具合をもつLSI、ソフトウェア等の提供を必ず回避できるとの保証はありません。

当社のLSI、ソフトウェア等に不具合が発見された場合、当社または当社の提供する製品若しくは役務に対する信用

に、重大な影響を及ぼす可能性があります。また、当社はかかる不具合等を排除するために多額の資金支出を余儀なく

される可能性があり、また場合によっては適宜これを改善することができない可能性があります。かかる不具合によ

りエンドユーザー等に損害が発生した場合、当社は多額の損害賠償その他の請求を受ける可能性があり、その解決の

ため裁判上または裁判外において、多大な費用と時間を必要とする可能性があり、当社業績に重大な影響を及ぼすお

それがあります。

６．今後の資金需要等について

前述のとおり、グラフィックス市場は競争が激しく、技術の進歩も急速であるため、常時継続的に市場のニーズに

合った新製品を開発し、また他企業との提携や買収等を適宜迅速に行うことが重要であり、当社はこれらを可能とす

る資金を調達していくことが必要であります。また、LSIの開発資金、LSI及びボードの量産品の製造委託や販売等にか

かる運転資金を適時に調達することが重要であります。とくにLSIの開発については、開発期間が長期にわたり、資金

も多額となり、開発した製品が市場に投入されたとしても販売が予定していた売上高を下回り、開発資金の回収が困

難になる場合があります。このような場合、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。
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７．利益還元政策について

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題として認識しております。剰余金の配当につきましては、中間配当

及び期末配当と年２回の配当を行うことを目標にしておりますが、企業体質の強化と今後の事業展開に備えるため、

内部留保を充実させることを勘案しながら、各期の経営業績を考慮に入れて決定することを基本方針としておりま

す。

当面につきましては、グラフィックス関連の市場が急速に拡大する一方で、競合他社との競争は激しく、研究開発を

積極的に推進し、海外進出・事業提携等、積極的に事業を展開するため、内部留保に重点を置き、将来的な株主価値の

向上を目指していく所存であります。

 なお、当社は設立以来、配当を行っておりません。

８．株式の希薄化について

当社は、役員及び従業員の当社事業に対する貢献意欲及び経営の参画意識を高めるため、ストックオプション（新

株予約権）のインセンティブプランを行っていくことを基本方針としています。平成15年6月25日付第7回定時株主総

会および平成15年7月14日開催の当社取締役会で、旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、ストックオ

プションとして新株予約権を発行することについて決議しております。付与対象者は当社の取締役、監査役、従業員、

従業員として採用を予定する者及び当社の子会社の従業員で、平成15年7月22日に新株予約権1,000個（新株予約権の

目的となる株式の種類および数：当社普通株式1,000株）を発行しております。なお、平成20年3月31日現在、当該新株

予約権の残高は従業員の退職等により355個（新株予約権の目的となる株式の種類および数：当社普通株式355株）

に減少しております。当社においては、今後もストックオプション（新株予約権）の付与を行う可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

６【研究開発活動】

当連結会計年度は、グラフィックス関連事業について研究開発を進めております。当連結会計年度の下期より新型

の遊技機器向けグラフィックスLSIの開発を開始いたしました。既存の当社遊技機器向けグラフィックスLSIは、遊技

機器のコンテンツでも3Dアニメーション（オリジナルキャラクターやアニメのキャラクター等によるコンテンツ）

に適しており、大型液晶画面のパチスロ機に多く採用され、これまで順調に売上を伸長させてまいりましたが、前述の

ようにパチスロ機について平成19年6月の規則改正で射幸性が低下し、大幅にパチスロ機市場が縮小しており、当社

は、当面の間、既存の遊技機器向けグラフィックスLSIの販売が厳しくなると予想しております。また、パチンコ機は、大

型液晶画面でムービー（ドラマや人気歌手等の実写に2Dキャラクター等を合成する）を高解像度で画像表示するコ

ンテンツが主流になり、市場が活性化しておりますが、当該コンテンツはドラマや人気歌手等の版権料がかかること

に加え、高解像度化に伴うデータ量の増加によりメモリーの搭載量が増え、製造コストが急騰しております。そこで当

社は、パチンコ機市場に本格的に参入するため、世界最高水準の圧縮技術を採用した新型の遊技機器向けグラフィッ

クスLSIの開発を開始いたしました。当該圧縮技術は、約1/200のデータ圧縮率を実現し、競合他社の遊技機器向けグラ

フィックスLSIの約3倍以上の圧縮率を誇ります。当該新型グラフィックスLSIを搭載したシステムと競合他社の遊技

機器向けグラフィックスLSIを搭載したシステムを比較すると、メモリーの搭載量の減少により、製造コストを大幅に

削減することが可能になります。さらに、当該新型グラフィックスLSIは、大型液晶画面でハイビジョン画像並の画質

も実現いたします。当該新型グラフィックスLSIの研究開発により、当連結会計年度の研究開発費は大幅に増加し、

367,931千円（前年同期比98.2％増）となりました。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準にもとづき作成され

ております。当社はこの連結財務諸表の作成にあたって、有価証券の減損、たな卸資産の評価、減価償却資産の耐用

年数、偶発債務の認識等の重要な会計方針に関する見積り及び判断を行っております。当社は、過去の実績や状況に

応じ合理的であると考えられる様々な要因にもとづき、見積り及び判断を行い、それらに対して継続して評価を

行っております。なお、見積りによる不確実性があるため、実際の結果が、見積りと異なる場合もあります。

(2）財政状態の分析

（流動資産）

　当連結会計年度末における流動資産の残高は3,459,118千円（前連結会計年度末は4,206,813千円）となり、747,695

千円減少しました。WIDE社の子会社化等に伴い、たな卸資産（317,843千円から811,540千円へ493,697千円増）が増

加する一方、当社第1回無担保転換型新株予約権付社債の繰上償還等により、現金及び預金（2,538,763千円から

1,409,120千円へ1,129,642千円減）が減少したこと等が主な原因であります。

（固定資産）

　当連結会計年度末における固定資産の残高は709,112千円（前連結会計年度末は1,065,015千円）となり、355,903千

円減少しました。これは、WIDE社の子会社化等に伴い、有形固定資産（40,448千円から153,888千円へ113,440千円

増）及び無形固定資産（33,249千円から333,430千円へ300,181千円増）が増加する一方、投資その他の資産（

991,318千円から221,793千円へ769,524千円減）が減少したこと等が主な原因であります。

（負債）

　当連結会計年度末における負債の残高は1,164,695千円（前連結会計年度末は2,045,810千円）となり、881,115千円

減少しました。これは、WIDE社の子会社化に伴い短期借入金374,205千円が増加する一方、当社第1回無担保転換型新

株予約権付社債を1,200,000千円繰上償還したこと等が主な原因であります。

（純資産）

　当連結会計年度末における純資産の残高は3,003,536千円（前連結会計年度末は3,226,018千円）となり、222,482千

円減少しました。これは、WIDE社の子会社化に伴い少数株主持分（95,596千円から501,843千円へ406,247千円増）が

増加する一方、当期純損失の計上により利益剰余金（△3,462,944千円から△3,999,657千円へ536,712千円減）が減少

したこと等が主な原因であります。

(3）経営成績の分析

　当連結会計年度の状況は、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(1）業績」をご覧ください。なお、１株当たり当期

純損失は13,039円11銭となりました。

(4）キャッシュ・フローの分析

（キャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の状況は、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(2）キャッシュ・フロー」をご覧ください。なお、

キャッシュ・フロー指標の推移は以下の通りであります。

回　 　次 第10期 第11期 第12期

決　算　年　月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

自己資本比率 62.0％ 59.4％ 60.0％

時価ベースの自己資本比率 78.1％ 49.2％ 19.5％

（注）１．上記指標の算出方法

自己資本比率　：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率　：株式時価総額／総資産

２．株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式数により算出しています。

(5）経営成績に重要な影響を与える要因について

　「第２　事業の状況　４　事業等のリスク」をご覧ください。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループでは、中核事業であるグラフィックス関連事業を中心に、128,540千円の設備投資を実施いたしました。

開発研究用機器等に111,880千円、開発用ソフトウェア等に16,660千円の設備投資を実施しております。

２【主要な設備の状況】

　平成20年3月31日現在における当社グループの設備、主要な設備の状況は次の通りであります。

(1）提出会社

事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（名）建物

（千円）
車両運搬具
（千円）

工具器具
及び備品
（千円）

合計
（千円）

本社

（横浜市港北区）

グラフィッ

クス関連他

開発研究用

機器等
10,731 － 29,285 40,016 21

（注）１．帳簿価額の金額には、消費税等を含めておりません。

２．上記の他、ソフトウェア（帳簿価額13,496千円）を所有しております。

(2)在外子会社

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容
（事業の種類
別セグメント
の名称）

帳簿価額

従業員数
（名）建物

（千円）
車両運搬具
（千円）

工具器具及
び備品
（千円）

合計
（千円）

RVU,INC.

本社（米国

カリフォル

ニア州）

管理・販売設

備等（グラ

フィックス関

連）

－ － 1,145 1,145 1

WIDE Corporation 

本社・工場

（韓国忠清

北道）

産業用液晶モ

ニターの生産

設備等（グラ

フィックス関

連）

－ 0 105,941 105,941 57

WIDE USA Corporation 

本社（米国

カリフォル

ニア州）

管理・販売設

備等（グラ

フィックス関

連）

－ 1,529 5,292 6,822 5

（注）１．帳簿価額の金額には、消費税等を含めておりません。

２．WIDE Corporation は、上記の他、ソフトウェア（帳簿価額2,974千円）を所有しております。
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３【設備の新設、除去等の計画】

　当社グループの設備投資については、今後３年間の景気予測、業界動向、投資効果率を総合的に勘案して策定してお

ります。

　なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設等の計画は次のとおりであります。

(1)重要な設備の新設等

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達方
法

着手及び完了予定年月

総額
（千円）

既支払額
（千円）

着手 完了

株式会社リアル

ビジョン

本社（横

浜市港北

区）　

グラフィック

ス関連他　

開発研究用機器

等　
5,000 － 自己資金　 平成20.4　 平成21.3　

WIDE Corporation 

　

本社・工場

（韓国忠清

北道）　

グラフィック

ス関連　　

開発研究用機器

等
36,500 － 自己資金　 平成20.4　　 平成21.3　　

　（注）上記の金額には、消費税等を含めておりません。

(2）重要な設備の除却等

　特記事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 161,950

計 161,950

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月26日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 41,187.30 41,187.30
東京証券取引所

（マザーズ）

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

計 41,187.30 41,187.30 － －

（２）【新株予約権等の状況】

①新株予約権

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成15年６月25日定時株主総会決議及び平成15年７月14日取締役会決議

 
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 355 347

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 355 347

新株予約権の行使時の払込金額（円） 142,040 同左

新株予約権の行使期間
自 平成17年6月26日

至 平成25年6月25日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　142,040

資本組入額 　71,020
同左

新株予約権の行使の条件

対象者は、権利行使時において、当社ならびに

子会社の取締役、監査役および従業員の地位に

あることを有するものとする。ただし、諸般の

事情を考慮の上、取締役会が特例として承認し

た場合にはこの限りでない。

対象者が死亡した場合、相続は認めない。

その他の条件については、平成15年6月25日開

催の第7回定時株主総会決議及び平成15年7月

14日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象

者との間で締結する新株予約権付与契約書に

定めるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入れその他一切の処分は認めない。 同左

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
－ －

②新株予約権付社債

　旧商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

平成17年12月22日取締役会決議

 
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権付社債の残高（千円） 500,000 －
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事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の数（個） 10 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 －

新株予約権の目的となる株式の数（株） 9,374.32 －

新株予約権の行使時の払込金額（円） 53,337.2 －

新株予約権の行使期間
自 平成17年12月26日

至 平成20年12月19日
－

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　53,337.2

資本組入額  26,668.6
－

新株予約権の行使の条件

当社が本社債につき期限の利益を喪失した場

合には、期限の利益の喪失日以降、本新株予約

権を行使することはできない。また、各本新株

予約権の一部行使はできないものとする。

－

新株予約権の譲渡に関する事項
本社債と本新株予約権のうち一方のみを譲渡

することはできない。
－

代用払込みに関する事項  － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
 － －

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成17年４月１日～

平成18年３月31日

（注）

699.30 41,187.30 50,000 3,022,725 50,000 3,489,224

　（注）新株予約権付社債の新株予約権の権利行使による増加であります。

（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況

端株の状況
（株）政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 4 10 31 13 7 3,304 3,369 －

所有株式数

（株）
－ 445 1,226 330 1,847 342 36,997 41,187 0.30

所有株式数の

割合（％）
－ 1.08 2.97 0.80 4.49 0.83 89.83 100.00 －

　（注）自己株式1.30株は、「個人その他」に1株、「端株の状況」に0.30株含まれております。

（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

杉山　尚志 神奈川県横浜市 6,311 15.3

江田　幹雄 島根県松江市 1,052 2.6

前田　利夫 神奈川県茅ヶ崎市 1,050 2.5

松井　秀紀 山形県酒田市 828 2.0

伊東　厚彦 神奈川県横浜市 658 1.6

ジエーピーモルガン　チェース　ア

イティーエス　ロンドン　クライア

ンツ　アカウント　イー　トレード　

クリアリング　エルエルシー　エス

イージー

（常任代理人みずほコーポレート

銀行兜町証券決済兼務室）

米国ニューヨーク州

（東京都中央区日本橋兜町6-7）
590 1.4

佐々木　規仁 千葉県浦安市 530 1.3

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋1-9-1 490 1.2

佐藤　尚規 東京都大田区 286 0.7

菊地　幸久 神奈川県横浜市 273 0.7

計 － 12,068 29.3
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      1 －
権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 41,186 41,186 同上

端株 普通株式      0.30 － 同上

発行済株式総数 41,187.30 － －

総株主の議決権 － 41,186 －

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社リアルビジョン
横浜市港北区新横浜

3-1-4
1.30 － 1.30 0.0

計 － 1.30 － 1.30 0.0
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（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。

　当該制度は、旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、当社ならびに当社子会社の取締役、監査役

および従業員ならびに従業員として採用を予定する者で取締役会が定めたものに対して特に有利な条件をもっ

て新株予約権を発行することを、平成15年６月25日の第7回定時株主総会において決議されたものであります。

　当該制度の内容は次のとおりであります。

決議年月日 平成15年６月25日

付与対象者の区分及び人数

当社取締役　３名、当社監査役　１名、当社従業員　45名、

当社子会社従業員　９名、当社従業員として採用を予定する者１

名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注）

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項
－

（注）新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調

整により生ずる1円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後払込金額　=　調整前払込金額　×　（1／分割・併合の比率）
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 1.30 － 1.30 －
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３【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題として認識しております。剰余金の配当につきましては、中間配当及

び期末配当と年2回の配当を行うことを目標にしておりますが、企業体質の強化と今後の積極的な事業展開に備えるた

め、内部留保を充実させることを勘案しながら、各期の経営業績を考慮に入れて決定することを基本方針としておりま

す。なお、剰余金の配当の決定機関は、中間配当については取締役会、期末配当については株主総会であります。

当期につきましては、当期純損失として537,028千円計上となり、繰越利益剰余金が△3,999,657千円となったことより、

誠に遺憾ながら無配とさせていただいております。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 298,000 304,000 237,000 156,000 65,000

最低（円） 68,500 105,000 75,500 63,000 15,600

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 43,100 39,500 29,980 26,000 24,400 22,000

最低（円） 33,700 21,990 23,600 15,600 16,800 16,000

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

社長
 杉山　尚志 昭和17年７月17日生

昭和42年４月 日本電気株式会社入社

平成３年６月 イノテック株式会社常務取締

役就任

平成５年６月 同社代表取締役常務就任

 エクセレント・デザイン株式

会社取締役就任

平成８年７月 当社設立、代表取締役社長就任

（現任）

平成13年７月 RVU，INC.、CEO就任（現任）

平成14年１月 株式会社リアルビジョン北九

州、代表取締役社長就任（現

任）

平成17年７月 MacroTech Semiconductor 

Corporation 、Chairman就任（現

任）

平成19年11月 WIDE Corporation 、Director就任

（現任）

(注)２ 6,311

取締役 開発本部長 渡辺　信久 昭和27年６月３日生

昭和51年４月 日本テキサスインスツルメン

ツ株式会社入社

昭和56年11月 ソニー株式会社入社

平成12年４月 アーム株式会社シニア・エン

ジニアリング・マネージャー

就任

平成14年10月 同社取締役エンジニアリング

・ディレクター就任

平成19年２月 当社入社AM事業推進室長就任

平成19年６月 当社取締役開発本部長就任

（現任）

(注)２ －

取締役 営業本部長 長谷川　峰司 昭和42年２月25日生

平成３年４月 日本鋼管株式会社

 （現ジェイ エフ イー ホール

ディングス）入社

平成12年６月 当社入社

平成13年７月 RVU,INC.、取締役就任（現任）

平成17年６月 当社取締役海外営業部長就任

平成18年３月 当社取締役営業本部長就任

（現任）

(注)２ 190
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 管理部長 三須　貴夫 昭和41年11月8日生

平成２年４月 日本債券信用銀行（現あおぞ

ら銀行）入行

平成11年12月 当社入社

平成15年６月 当社管理本部管理部長就任

平成16年10月 当社経営本部管理部長就任

平成17年６月 当社取締役管理部長就任（現

任）

(注)２ 210

常勤監査役  山川　仁 昭和30年３月10日生

昭和54年４月 東京エレクトロン株式会社入

社

昭和61年７月 ダイヤセミコンシステムズ株

式会社入社

平成４年１月 エクセレント・デザイン株式

会社入社

平成９年４月 同社親会社イノテック株式会

社へ転籍

平成11年４月 当社入社　マーケティング室室

長

平成12年６月 当社常勤監査役就任（現任）

(注)３ 30

監査役  清水　京造 昭和13年１月19日生

昭和35年４月 日本電気株式会社入社

平成７年12月 株式会社半導体理工学研究セ

ンター取締役就任

平成10年９月 株式会社ビューマジック設立、

代表取締役社長就任（現任）

平成13年６月 当社監査役就任（現任）

(注)３ －

監査役  平野　悠 昭和15年４月１日生

昭和37年４月 富士通信機製造株式会社（現

富士通株式会社）入社

平成２年７月　 日本シノプシス株式会社代表

取締役社長就任

平成10年９月 シーケンスデザイン株式会社

代表取締役就任

平成11年３月 株式会社マグナ・デザイン・

ネット監査役就任（現任）

平成12年12月 ゼロイン・デザイン・オート

メーション株式会社代表取締

役就任

平成16年12月 シエラ・デザイン・オート

メーション株式会社代表取締

役就任

平成17年３月 同社取締役会長就任

平成18年６月 当社監査役就任（現任）

(注)３ 40

計 6,781

（注）１．監査役　清水京造及び平野悠は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．平成19年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

３．平成19年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

　(コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

　当社は、顧客、株主等すべてのステークホルダーの利益の最大化を図る為、コーポレート・ガバナンスの充実を経営上の

最も重要な課題の一つとして位置づけております。経営環境の変化に迅速かつ的確に対応できる効率的な体制を構築する

と同時に、適法性も確保し、顧客、株主等ステークホルダーに対し経営情報の適時開示（タイムリー・ディスクロー

ジャー）を行うことで透明性の高い経営を行い、企業を健全に発展させるガバナンスを構築することを基本方針としてお

ります。

　

　(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

　当社の経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制の状況は以下のとおりであります。

・当社は監査役制度を採用しております。

・株主総会について、当社は会社法第309条第2項に定める特別決議要件につき、議決権を行使することができる株主の議

決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行う旨、定款に定めております。これは、株

主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであり

ます。

・取締役会について、月1回の定例開催と必要に応じた臨時開催があり、その場で迅速な意思決定を行っております。当社

の規模と組織の状況、機動性を勘案し、提出日現在4名の体制であり、社外取締役は選任しておりません。取締役会は、会

社の経営方針、経営戦略、事業計画、重要な財産の取得及び処分、重要な組織及び人事に関する意思決定、並びに当社及

び子会社の業務執行の監督等を行っております。なお、当社の取締役は10名以内とし、取締役の選任決議については、議

決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席することを要し、その議決権の過半数を

もって行う旨、定款に定めております。また、当社は、会社法第165条第2項の規定に基づき、取締役会の決議により市場

取引等による自己株式の取得を行うことができる旨、定款に定めております。これは、機動的な資本政策を可能とする

ことを目的とするものであります。中間配当につきましては、当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第

454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨、定

款に定めております。
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・監査役会について、提出日現在3名で構成されており、2名は社外監査役であります。各監査役は、監査役会が定めた監査

方針、業務分担などに従い、取締役会への出席や重要書類の閲覧等に加え、内部監査人及び会計監査人と連携し監査業

務を行っております。なお、当社と社外監査役2名との間には、人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係はあ

りません。

・経営会議について、社長以下全取締役及び常勤監査役が出席する他、適宜、該当部署の部長も参加し、毎週開催されてお

ります。事業環境の分析、利益計画の進捗状況の管理等日常業務執行上の課題を討議しております。

・内部監査について、当社は、平成20年3月31日現在、取締役4名、従業員21名と組織が小さく、内部監査担当部署を設置す

るまでに至っておりませんが、組織が増大し、業務が複雑化した際には当該部署を設置することが重要な課題と認識し

ております。

・会計監査人について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズと監査契約を締結しております。会計監査人は四半期決算毎という

高い頻度で当社グループの会計監査もくはレビューを実施している他、定期的に取締役及び監査役とディスカッショ

ンを行っております。

・顧問弁護士について、法律上の判断を必要とする場合、随時専門的な立場からの助言を受けております。

・以上のとおり、現状、当社の規模に即したコーポレート・ガバナンス体制を構築し、社内規程を整備しておりますが、今

後、業容の拡大や法令の改正等に応じ体制及び規程の見直しを行い、ガバナンスの強化を図ってまいります。

(2)リスク管理体制の整備状況

戦略的意思決定等経営の重要事項の決定に伴うリスクについては取締役会にて管理を行い、日常の業務が抱える事

業リスクについては、経営会議にて管理を行っております。なお、不測の事態が発生した場合は、代表取締役社長を責

任者とし、直ちに監査役に報告の上、必要に応じ顧問弁護士、会計監査人等の外部アドバイザーと連携し対応いたしま

す。 

(3)役員報酬及び監査報酬

　当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬、及び監査法人に対する監査報酬は以下のとおり

であります。

①　役員報酬

　　　取締役に支払った報酬　　　28,522千円

　　　監査役に支払った報酬　　　10,608千円（うち社外監査役　600千円）

　　　　　　合計　　　　　　　　39,130千円

②　監査報酬

　　　　公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　　　11,500千円

　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　―――

(4)会計監査の状況

当社は監査法人Ａ＆Ａパートナーズと監査契約を結んでおり、会計監査業務を執行した公認会計士は、下記のとお

りであります。

公認会計士　中井　義己氏

公認会計士　齊藤　浩司氏 

会計監査業務に係る補助者は下記のとおりであります。

公認会計士　４名

会計士補　　２名

その他　　　４名
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1)当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第11期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第12

期事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。

２．監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表及び第11期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表については、あずさ

監査法人により監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４

月１日から平成20年３月31日まで）の連結財務諸表及び第12期事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日

まで）の財務諸表については、監査法人Ａ＆Ａパートナーズにより監査を受けております。

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

前連結会計年度及び第11期事業年度　　あずさ監査法人

当連結会計年度及び第12期事業年度　　監査法人Ａ＆Ａパートナーズ
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   2,538,763   1,409,120  

２．受取手形及び売掛金   1,282,922   1,287,622  

３．有価証券   18,201   18,800  

４．たな卸資産   317,843   811,540  

５．その他   49,083   107,419  

貸倒引当金   －   △175,385  

流動資産合計   4,206,813 79.8  3,459,118 83.0

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1)建物  3,671   12,797   

減価償却累計額  2,770 901  2,066 10,731  

(2)車両運搬具  －   4,481   

減価償却累計額  － －  2,951 1,530  

(3)工具器具及び備品  200,703   438,968   

減価償却累計額  161,156 39,546  297,341 141,627  

有形固定資産合計   40,448 0.8  153,888 3.7

２．無形固定資産        

(1)のれん   －   153,425  

(2)ソフトウエア   32,549   16,458  

(3)電話加入権   700   700  

(4)その他   －   162,846  

無形固定資産合計   33,249 0.6  333,430 8.0

３．投資その他の資産        

(1)投資有価証券   1,441,636   55,247  

(2)繰延税金資産   24,120   －  

(3)その他 *1  61,196   166,545  

貸倒引当金   △315   －  

投資損失引当金   △535,320   －  

投資その他の資産合計   991,318 18.8  221,793 5.3

固定資産合計   1,065,015 20.2  709,112 17.0

資産合計   5,271,829 100.0  4,168,231 100.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

        

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形及び買掛金   144,595   41,784  

２．短期借入金   －   374,205  

３．賞与引当金   22,055   16,430  

４．製品保証引当金   －   18,417  

５．返品調整引当金   －   1,234  

６．その他   103,635   149,479  

流動負債合計   270,285 5.1  601,551 14.4

Ⅱ　固定負債        

１．新株予約権付社債 *2  1,700,000   500,000  

２．繰延税金負債   53,968   －  

３．退職給付引当金   21,556   63,143  

固定負債合計   1,775,524 33.7  563,143 13.5

負債合計   2,045,810 38.8  1,164,695 27.9

        

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  3,022,725 57.3  3,022,725 72.5

２．資本剰余金 　  3,489,224 66.2  3,489,224 83.7

３．利益剰余金 　  △3,462,944 △65.7  △3,999,657 △95.9

４．自己株式 　  △241 △0.0  △241 △0.0

　　株主資本合計 　  3,048,762 57.8  2,512,050 60.3

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  69,977 1.4  △5,875 △0.2

２．為替換算調整勘定 　  11,682 0.2  △4,482 △0.1

　　評価・換算差額等合計 　  81,660 1.6  △10,357 △0.3

Ⅲ　少数株主持分 　  95,596 1.8  501,843 12.1

純資産合計 　  3,226,018 61.2  3,003,536 72.1

負債純資産合計 　  5,271,829 100.0  4,168,231 100.0

        

EDINET提出書類

株式会社リアルビジョン(E02057)

有価証券報告書

 33/102



②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   2,828,769 100.0  3,071,173 100.0

Ⅱ　売上原価 *1、3  2,096,914 74.1  2,591,713 84.4

売上総利益   731,855 25.9  479,459 15.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 *2、3  618,261 21.9  1,102,784 35.9

営業利益（△損失）   113,593 4.0  △623,325 △20.3

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  8,833   12,098   

２．受取配当金  －   2,716   

３．為替差益  565   －   

４．業務受託収入  12,000   5,000   

５．雑収入  1,874 23,273 0.8 6,779 26,594 0.9

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  －   20,009   

２．保険積立金解約損  1,282   1,758   

３．為替差損  －   3,232   

４．固定資産除却損  1,452   1,928   

５．雑損失  995 3,729 0.1 7,277 34,206 1.1

経常利益（△損失）   133,137 4.7  △630,936 △20.5

Ⅵ　特別利益        

１．営業譲渡利益  －   58,825   

２．補償金収入  －   15,571   

３．貸倒引当金戻入益  120   －   

４．持分変動利益  － 120 0.0 37,887 112,284 3.6

Ⅶ　特別損失        

１．事業整理損失  －   42,136   

２．投資有価証券評価損  －   36,259   

３．子会社事務所移転費用  －   27,362   

４．たな卸資産評価損 　 －   22,900   

５．社債償還損 　 －   21,551   

６．投資損失引当金繰入額 　 535,320   －   

７．その他  － 535,320 18.9 12,936 163,147 5.3

税金等調整前当期純損
失

  402,063 △14.2  681,799 △22.2
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

法人税、住民税及び事業
税

 2,423   1,633   

法人税等調整額  △516 1,907 0.1 23,445 25,078 0.8

少数株主損失   9,983 0.4  169,849 5.5

当期純損失   393,986 △13.9  537,028 △17.5
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高（千円） 3,022,725 3,489,224 △3,068,958 △241 3,442,749

連結会計年度中の変動額      

当期純損失   △393,986  △393,986

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計（千円） － － △393,986 － △393,986

平成19年３月31日残高（千円） 3,022,725 3,489,224 △3,462,944 △241 3,048,762

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券評
価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日残高（千円） 44,731 11,013 55,744 103,553 3,602,048

連結会計年度中の変動額      

当期純損失     △393,986

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

25,246 668 25,915 △7,957 17,957

連結会計年度中の変動額合計（千円） 25,246 668 25,915 △7,957 △376,029

平成19年３月31日残高（千円） 69,977 11,682 81,660 95,596 3,226,018

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高（千円） 3,022,725 3,489,224 △3,462,944 △241 3,048,762

連結会計年度中の変動額      

当期純損失   △537,028  △537,028

連結除外に伴う利益剰余金増加高   316  316

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計（千円） － － △536,712 － △536,712

平成20年３月31日残高（千円） 3,022,725 3,489,224 △3,999,657 △241 2,512,050

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券評
価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算差額等
合計

平成19年３月31日残高（千円） 69,977 11,682 81,660 95,596 3,226,018

連結会計年度中の変動額      

当期純損失     △537,028

連結除外に伴う利益剰余金増加高     316

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

△75,853 △16,164 △92,017 406,247 314,229

連結会計年度中の変動額合計（千円） △75,853 △16,164 △92,017 406,247 △222,482

平成20年３月31日残高（千円） △5,875 △4,482 △10,357 501,843 3,003,536
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純損失  △402,063 △681,799

減価償却費  19,782 61,466

無形固定資産償却額  37,642 57,807

のれん償却額  － 13,767

貸倒引当金の増減額（△は減少）  △120 16,760

投資損失引当金の増減額（△は減少）  535,320 －

賞与引当金の増減額（△は減少）  △11,730 △5,552

製品保証引当金の増減額（△は減少）  － 5,601

返品調整引当金の増減額（△は減少）  － △4,759

退職給付引当金の増減額（△は減少）  △4,508 △10,613

受取利息及び受取配当金  △8,833 △14,814

為替差損益  400 765

支払利息  － 20,009

保険積立金解約損  － 1,758

営業譲渡益  － △58,825

補償金収入  － △15,571

持分変動利益  － △37,887

投資有価証券評価損  － 36,259

子会社事務所移転費用  － 27,362

社債償還損  － 21,551

売上債権の増減額（△は増加）  34,596 7,900

たな卸資産の増減額（△は増加）  63,123 360,164

前渡金の増減額（△は増加）  45,793 26,730

未収入金の増減額（△は増加）  463 45,068

仕入債務の増減額（△は減少）  16,332 △108,119

その他流動資産増減額（△は増加）  45,448 △22,675

前受金の増減額（△は減少）  28,008 △59,888

その他流動負債増減額（△は減少）  △41,072 △157,550

その他  27,224 34,941

小計  385,809 △440,142

利息及び配当金の受取額  9,050 15,848

利息の支払額  － △48,807

法人税等の支払額  △1,771 △2,769

営業活動によるキャッシュ・フロー  393,087 △475,872
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の払戻しによる収入  － 168,854

有形固定資産の取得による支出  △13,837 △111,880

無形固定資産等の取得による支出  △2,201 △16,660

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取
得による収入

*2 － 350,609

敷金・保証金の支出  － △6,794

事業の譲渡による収入 *3 － 1,441,812

補償金の収入  － 15,571

保険積立金解約による収入  － 9,130

その他  1,259 21,498

投資活動によるキャッシュ・フロー  △14,779 1,872,140

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の増加による収入  － 87,803

短期借入金の返済による支出  － △768,805

長期借入金の返済による支出  － △728,308

少数株主からの払込による収入  － 276,383

新株予約権付社債の償還による支出  － △1,359,159

その他  － △17,786

財務活動によるキャッシュ・フロー  － △2,509,872

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  426 △15,439

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額または減少額  378,735 △1,129,043

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  2,178,229 2,556,964

Ⅶ  現金及び現金同等物の期末残高 *1 2,556,964 1,427,920
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　　　　 7社

連結子会社名

RVU，INC

株式会社リアルビジョン北九州

MacroTech Semiconductor Corporation

MacroTech Semiconductor 

Corporation(USA)

MacroTech Semiconductor 

Corporation(BVI)

TSUNAMI2002-1号投資事業組合

TSUNAMI2004-1号投資事業組合

(1) 連結子会社の数　　　　 6社

連結子会社名

RVU，INC

株式会社リアルビジョン北九州

MacroTech Semiconductor Corporation

MacroTech Semiconductor 

Corporation(USA)

WIDE Corporation

WIDE USA Corporation

　WIDE Corporation、

WIDE USA Corporationについては、当連結

会計年度においてWIDE Corp.株式の取得

によって新たに子会社となったため、当連

結会計年度より連結の範囲に含めており

ます。

　なお、TSUNAMI2002-1号投資事業組合、

TSUNAMI2004-1号投資事業組合について

は、当連結会計年度において解散したた

め、また、MacroTech Semiconductor 

Corporation(BVI)については、当連結会計

年度において清算したため、連結の範囲か

ら除いております。

 (2) 主要な非連結子会社の名称等

非連結子会社名

MacroTech Semiconductor 

Corporation(LLC)

（連結の範囲から除いた理由）

総資産、売上高、当期純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないためであります。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

非連結子会社名

 ─────

　前連結会計年度において非連結子会社で

あったMacroTech Semiconductor 

Corporation(LLC) については、当連結会計

年度において清算しております。

２．持分法の適用に関する事

項

持分法を適用していない非連結子会社

非連結子会社名

MacroTech Semiconductor 

Corporation(LLC)

（持分法の適用範囲から除いた理由）

当期純損益(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用範囲から除外して

おります。

持分法を適用していない非連結子会社

非連結子会社名

 ─────

　前連結会計年度において持分法を適用し

ていない非連結子会社であった

MacroTech Semiconductor 

Corporation(LLC) については、当連結会計

年度において清算しております。
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社のうち、

MacroTech Semiconductor Corporation、

MacroTech Semiconductor Corporation(USA)

、MacroTech Semiconductor 

Corporation(BVI)、TSUNAMI2002-1号投資

事業組合、TSUNAMI2004-1号投資事業組

合の決算日は12月末日であります。

　連結財務諸表の作成にあたっては、各子

会社の決算日現在の財務諸表を使用して

おります。ただし、決算日が連結決算日と

異なる上記５社については、連結決算日ま

での期間に発生した重要な取引について、

連結上必要な調整を行っております。

　連結子会社のうち、

MacroTech Semiconductor Corporation、

MacroTech Semiconductor Corporation(USA)

、WIDE Corporation、

WIDE USA Corporation.の決算日は12月末

日であります。

　連結財務諸表の作成にあたっては、各子

会社の決算日現在の財務諸表を使用して

おります。ただし、決算日が連結決算日と

異なる上記４社については、連結決算日ま

での期間に発生した重要な取引について、

連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事

項

  

(1)重要な資産の評価基準及

び評価方法

(イ)有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

(イ)有価証券

満期保有目的の債券

同左

 その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法及び償却

原価法（定額法）

その他有価証券

時価のないもの

同左

 (ロ)デリバティブ

時価法

(ロ)デリバティブ

同左

 (ハ)たな卸資産

製　品…　当社及び国内連結子会社は

移動平均法による原価法、

在外連結子会社は主として

移動平均法による低価法

(ハ)たな卸資産

製　品…　同左

 原材料…　当社及び国内連結子会社は

移動平均法による原価法、

在外連結子会社は主として

移動平均法による低価法

原材料…　同左

 仕掛品…　当社及び国内連結子会社は

移動平均法による原価法及

び個別法による原価法、在

外連結子会社は主として移

動平均法による低価法

仕掛品…　同左
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(2)重要な減価償却資産の減

価償却の方法

(イ)有形固定資産

　当社及び国内連結子会社は定率法、在

外連結子会社は主として定額法によっ

ております。

　主な耐用年数は以下の通りでありま

す。

建物　　　　　　　 3～15年

工具器具及び備品　 2～20年

(イ)有形固定資産

　当社及び国内連結子会社は定率法、在

外連結子会社は主として定額法によっ

ております。

　主な耐用年数は以下の通りでありま

す。

建物　　　　　　　 3～15年

車両運搬具　　　　 5年

工具器具及び備品　 2～20年

（追加情報）

　当連結会計年度より法人税法の改正に

伴い、従前より所有している有形固定資

産の残存価額については、5年間の均等

償却を行う方法を採用しております。こ

れに伴う損益に与える影響は軽微であ

ります。

 (ロ)無形固定資産 (ロ)無形固定資産
 ソフトウェア

　市場販売目的のソフトウェアについ

ては、販売可能な有効期間（3年）に

基づく定額法、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利用可能

期間（2～5年）に基づく定額法に

よっております。

ソフトウェア

同左

(3)重要な引当金の計上基準 (イ)貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

(イ)貸倒引当金

同左

 (ロ)投資損失引当金

　市場価格のない有価証券等に対し、将

来発生する可能性のある損失に備える

ため、投資先の財政状態等を勘案し、必

要と認められる額を計上しております。

（追加情報）

　当連結会計年度より投資損失引当金を

計上しております。

　この変更は投資先の財政状態の一時的

な悪化を適時に当社の投資勘定に反映

させ、財務内容の健全化を図るために

行ったものであります。この変更に伴

い、従来の方法によった場合と比較して

税金等調整前当期純損失は535,320千円

多く計上されております。

(ロ)　───

 (ハ)賞与引当金

　従業員の賞与の支払いに備えるため、

当連結会計年度に負担すべき支給見込

額を計上しております。

(ハ)賞与引当金

同左
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (ニ)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込み額に基づき、計上し

ております。

　なお、当社及び国内連結子会社につい

ては簡便法（退職給付に係る期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方

法）により計上しております。

　会計基準変更時差異については、15年

による均等額を費用処理しております。

数理計算上の差異については、発生した

各連結会計年度における従業員の平均

残存勤務期間による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとしておりま

す。

(ニ)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、計上して

おります。

　なお、当社及び連結子会社については

簡便法（退職給付に係る期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法）

により計上しております。

　会計基準変更時差異については、海外

連結子会社の退職給付制度終了に伴い、

当連結会計年度において一括して取崩

しております。

 (ホ)　─── (ホ)製品保証引当金

　販売が終了している製品に対する保証

費用の発生に備えるため、保証期間内で

の過去の実績に基づく見込額を計上し

ております。

 (ヘ)　─── (ヘ)返品調整引当金

　製品の返品による損失に備えるため、

過去の返品実績率に基づく返品損失見

込額を計上しております。

(4)研究開発費の処理方法  ───── 　研究開発費は発生時に費用処理してお

りますが、WIDE Corporationについて

は、一定の条件を全て満たす研究開発費

は資産計上し、関連製品の生産時点から

5年で償却しております。なお、当連結会

計年度末の当該残高は、162,846千円で

あり、無形固定資産「その他」に含めて

表示しております。

(5)重要な外貨建の資産また

は負債の本邦通貨への換

算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。なお、在

外子会社の資産及び負債は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、収益及び費

用は期中平均相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為替換算調

整勘定及び少数株主持分に含めて計上し

ております。

同左

(6)重要なリース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(7)その他連結財務諸表作成

のための重要な事項

(イ)消費税の会計処理

税抜方式によっております。

(イ)消費税の会計処理

同左

 (ロ)連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。

(ロ)連結納税制度の適用

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　全面時価評価法によっております。 同左

６．のれんの償却に関する事

項

───── 　のれんは10年間の定額法により償却し

ております。

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。

同左

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第5号　平成17年12月9日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第8号　平成17年12月9日）に基づ

き、当連結会計年度から同会計基準及び同適用指針を適用

しております。

　従来の「資本の部」の合計に相当する金額は3,130,422千

円であります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。

（固定資産の減価償却方法の変更）

　法人税法等の改正（（所得税法等の一部を改正する法律

　平成19年3月30日　法律第6号）及び（法人税法施行令の

一部を改正する政令　平成19年3月30日　政令第83号））に

伴い、当連結会計年度から、平成19年4月1日以降に取得し

た有形固定資産については、改正後の法人税法に規定する

償却方法に基づき、減価償却費を計上しております。

　なお、この変更による損益に与える影響は軽微でありま

す。

EDINET提出書類

株式会社リアルビジョン(E02057)

有価証券報告書

 43/102



注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

＊１　　　　　　　　　―――　 ＊１　仮差押えに係る供託金

 　 80,864千円

(665,000千ウォン) 

　WIDE Corp.は平成20年1月15日付けで個人より105,427千

円（867,000千ウォン）の代理返済請求訴訟を受けました。

同社は審理の過程で同社に代理返済義務がないことを主

張し、見解の相違を正してゆく方針であります。

＊２　新株予約権付社債

　第1回無担保転換社債型新株予約権付社債1,700,000千円

であります。なお、転換価額の修正及び繰上償還について

は、以下のとおりであります。

①転換価額の修正

　転換価額は当初143,000円（当該社債の発行決議日〔平成

17年12月6日〕の終値）で決定され、平成18年12月22日ま

での約1年間、転換価額の修正条項は適用されませんが、平

成18年12月22日以降、転換価額は自動的に株式時価をベー

スに毎月1回、修正が行われます。なお、転換価額の修正の

上限価額は160,011.6円、下限価額は53,337.2円であります。

②繰上償還

　当該社債には当社の選択によりいつでも行使することが

可能なコールオプション及び当該社債の割当先であるか

ざか証券の選択によりいつでも行使することが可能な

プットオプションが付されております。株価の状況次第で

は当社自身もしくはかざか証券の選択により当該社債の

全部または一部を繰上償還することが可能となっており

ます。

＊２　新株予約権付社債

　第1回無担保転換社債型新株予約権付社債 500,000千円で

あります。なお、転換価額の修正及び繰上償還については、

以下のとおりであります。

①転換価額の修正

同左

②繰上償還

同左
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

＊１　　　　　　　　　―――　 ＊１　たな卸資産の低価法による評価損323,784千円が売上

原価に含まれております。

＊２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

＊２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

(1) 給料手当   163,700千円

(2) 賞与引当金繰入額       13,552千円

(3) 退職給付費用      3,946千円

(4) 研究開発費     185,590千円

(1) 給料手当   215,117千円

(2) 賞与引当金繰入額       8,670千円

(3) 退職給付費用     11,041千円

(4) 研究開発費     341,033千円

(5) 貸倒引当金繰入額      17,248千円

(6) のれん償却額      13,767千円

＊３　一般管理費に含まれる研究開発費

              185,590千円

＊３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

           367,931千円

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 41,187.30 － － 41,187.30

合計 41,187.30 － － 41,187.30

自己株式     

普通株式 1.30 － － 1.30

合計 1.30 － － 1.30

２．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

平成17年12月新株予約権
（注）１，２，３

普通株式 11,888.11 13,048.92 － 24,937.03 －

合計 － 11,888.11 13,048.92 － 24,937.03 －

　（注）１．一括法により負債に計上される転換社債型新株予約権付社債であります。

２．当連結会計年度増加は、転換社債型新株予約権付社債の転換価格の修正によるものであります。

３．権利行使の可能な新株予約権であります。

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 41,187.30 － － 41,187.30
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前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

合計 41,187.30 － － 41,187.30

自己株式     

普通株式 1.30 － － 1.30

合計 1.30 － － 1.30

２．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

平成17年12月新株予約権
（注）１，２，３，４

普通株式 24,937.03 6,935.65 22,498.36 9,374.32 －

合計 － 24,937.03 6,935.65 22,498.36 9,374.32 －

　（注）１．一括法により負債に計上される転換社債型新株予約権付社債であります。

２．当連結会計年度増加は、転換社債型新株予約権付社債の転換価格の修正によるものであります。

３．当連結会計年度減少は、転換社債型新株予約権付社債の一部償還によるものであります。

４．権利行使の可能な新株予約権であります。

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社リアルビジョン(E02057)

有価証券報告書

 46/102



（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

＊１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

(千円)

＊１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成20年３月31日現在)

(千円)

現金及び預金勘定 2,538,763

有価証券勘定 18,201

現金及び現金同等物 2,556,964

現金及び預金勘定 1,409,120

有価証券勘定 18,800

現金及び現金同等物 1,427,920

＊２　　　　　　　　　――― ＊２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内容

　株式の取得により新たにWIDE Corp.他1社を連結したこ

とに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに

WIDE Corp.株式の取得価額とWIDE Corp.取得による支出

（純額）との関係は次のとおりであります。

(千円)

流動資産 3,866,997

固定資産 387,843

のれん 188,614

流動負債 △1,864,488

固定負債 △1,538,953

少数株主持分 △464,042

連結開始時の当社持分 △48,813

WIDE Corp.株式の取得価額 527,156

新規連結子会社の現金及び

現金同等物
877,765

新規連結子会社の取得によ

る収入
350,609

＊３　　　　　　　　　――― ＊３　事業譲渡により減少した資産及び負債の主な内容

　当社の連結子会社であるWIDE Corp．の素材事業の事業

譲渡により減少した資産及び負債の主な内容は次のとお

りであります。

(千円)

流動資産 1,378,336
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

該当事項はありません。

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却累
計額相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

ソフトウェア 4,790 3,831 958

合計 4,790 3,831 958

 

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額

該当事項はありません。

１年内 986千円

１年超  －

合計 986千円

 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 (3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 3,109千円

減価償却費相当額 2,974千円

支払利息相当額 46千円

支払リース料 994千円

減価償却費相当額 958千円

支払利息相当額 7千円

(4)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4)減価償却費相当額の算定方法

同左

(5)利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分法については、利息法

によっております。

(5)利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 992千円

１年超 2,563千円

合計 3,556千円

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 992千円

１年超 1,571千円

合計 2,563千円
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成19年３月31日）

１．売買目的有価証券

　該当事項はありません。

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　　該当事項はありません。

３．その他有価証券で時価のあるもの

　該当事項はありません。

４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）

　　該当事項はありません。

５．時価評価されていない主な有価証券

 連結貸借対照表計上額（千円）

(1)その他有価証券  

非上場外国株式 810,116

非上場外国債券 601,920

非上場国内債券 24,000

マネー・マネージメント・ファンド 18,201

非上場国内株式 5,600

合計 1,459,837

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

 
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

１．債券     

(1)非上場外国債券 － 601,920 － －

(2)非上場国内債券 － 24,000 － －

合計 － 625,920 － －

当連結会計年度（平成20年３月31日）

１．売買目的有価証券

　該当事項はありません。

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　　該当事項はありません。

３．その他有価証券で時価のあるもの

　該当事項はありません。

４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日）

　　該当事項はありません。

５．時価評価されていない主な有価証券

 連結貸借対照表計上額（千円）

(1)その他有価証券  
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 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場外国株式 55,247

マネー・マネージメント・ファンド 18,800

合計 74,047

（注） 当連結会計年度において、有価証券について36,259千円（その他有価証券で非上場国内債券24,000千円、非上場外

国株式6,659千円、非上場国内株式5,600千円）減損処理を行っております。

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

　該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．取引の状況に関する事項 １．取引の状況に関する事項

(1)取引の内容

　当社の利用しているデリバティブ取引は、先物為替

予約取引であります。

(1)取引の内容

同左

(2)取引に対する取組方針

　当社の先物為替予約取引は、将来の為替の変動によ

るリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。

(2)取引に対する取組方針

同左

(3)取引の利用目的

　当社の先物為替予約取引は、外貨建金銭債権債務の

為替変動リスクを回避し、安定的な利益の確保を図る

目的で利用しております。

(3)取引の利用目的

同左

(4)取引に係わるリスクの内容

　先物為替予約取引は為替相場の変動によるリスクは

ありますが、保有する外貨建債権債務の為替変動リス

クを相殺しており、全体としてリスクの軽減に寄与す

るものと考えております。

なお、先物為替予約取引における取引相手先は、大手

金融機関に限定しており、相手方の契約不履行による

リスクはほとんどないと判断しております。

(4)取引に係わるリスクの内容

同左

(5)取引に係わるリスクの管理体制

　先物為替予約取引は、取引権限等を定めた社内ルール

に従い、管理部が実行及び管理を行っております。

(5)取引に係わるリスクの管理体制

同左

２．取引の時価等に関する事項

　先物為替予約取引は、当連結会計年度中に全額決済いた

しましたので、当会計年度末には残高はありません。

２．取引の時価等に関する事項

同左
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（退職給付会計関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社は、退職金規程に基づいて、確定給付型の制度として、会社に満1年以上勤続する従業

員が退職するとき退職一時金を支給しております。なお、一部海外子会社においても確定給付型の制度を設け

ております。

２．退職給付債務に関する事項

  
前連結会計年度

（平成19年3月31日現在）
当連結会計年度

（平成20年3月31日現在）

(1) 退職給付債務       △19,294千円      △78,837千円

(2) 年金資産           4,058千円        15,693千円

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2)        △15,235千円       △63,143千円

(4) 会計基準変更時差異の未処理額       803千円          －

(5) 未認識数理計算上の差異     △7,124千円     　     －

(6) 連結貸借対照表上の純額(3)+(4)+(5)       △21,556千円       △63,143千円

(7) 退職給付引当金       △21,556千円       　 △63,143千円

　（注）当社及び連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1) 勤務費用 4,724千円     32,722千円

(2) 利息費用    144千円 －

(3) 期待運用収益 △80千円 －

(4) 会計基準変更時差異の費用処理額  △271千円 －

(5) 数理計算上の差異の費用処理額  － －

(6) 退職給付制度終了益 －  △10,976千円

(7) 退職給付費用(1)+(2)-(3)+(4)+(5)+(6)  4,517千円       21,746千円

　（注）１．簡便法を採用している当社及び連結子会社の退職給付費用は、「勤務費用」に計上しております。

２．前連結会計年度末における「会計基準変更時差異の未処理額」及び「未認識数理計算上の差異」は、「退

職給付制度終了益」に含めて計上しております。

３．「退職給付制度終了益」については、連結子会社の事業整理損失との純額を特別損失の「その他」に含め

て計上しております。
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

  
前連結会計年度

（平成19年3月31日現在）
当連結会計年度

（平成20年3月31日現在）

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 －

(2) 割引率      2.5％ －

(3) 期待運用収益率      2.5％ －

(4) 数理計算上の差異の処理年数   22 年

　発生した各連結会計年度にお

ける従業員の平均残存勤務期

間による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理するこ

ととしております。

－

(5) 会計基準変更時差異の処理年数 15年 －

　（注）上記の原則法を採用していた一部の海外子会社については、当連結会計年度において退職給付制度を終了してお

ります。なお、当社及び連結子会社は、簡便法を採用しておりますので基礎率等はありません。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

 平成15年７月ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社取締役　3名、当社監査役　1名、当社従業員　45名、当社子会社従業員　9名、当社

従業員として採用を予定する者　1名

ストック・オプション数（注） 普通株式　1,000株

付与日 平成15年７月22日

権利確定条件

 対象者は、権利行使時において、当社ならびに子会社の取締役、監査役および従業

員の地位にあることを有するものとする。ただし、諸般の事情を考慮の上、取締役

会が特例として承認した場合にはこの限りでない。

対象勤務期間  定めておりません。

権利行使期間  自 平成17年6月26日　至 平成25年6月25日

（注）株式数に換算して記載しております。

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

会社名 提出会社

 平成15年７月ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 547

権利確定 －

権利行使 －

失効 129

未行使残 418

②　単価情報

会社名 提出会社

 平成15年７月ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 142,040

行使時平均株価　　　　　（円） －

公正な評価単価（付与日）（円） －

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容
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会社名 提出会社

 平成15年７月ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社取締役　3名、当社監査役　1名、当社従業員　45名、当社子会社従業員　9名、当社従

業員として採用を予定する者　1名

株式の種類別のストック・オプ

ションの数（注）
普通株式　1,000株

付与日 平成15年７月22日

権利確定条件

 対象者は、権利行使時において、当社ならびに子会社の取締役、監査役および従業

員の地位にあることを有するものとする。ただし、諸般の事情を考慮の上、取締役

会が特例として承認した場合にはこの限りでない。

対象勤務期間  定めておりません。

権利行使期間  自 平成17年6月26日　至 平成25年6月25日

会社名 連結子会社（WIDE Corporation）

 平成16年３月ストック・オプション 平成16年12月ストック・オプション

付与対象者の区分及び数

当会社取締役　3名、当会社監査役　1名、

当会社従業員　36名、当会社子会社取締

役　1名

当会社取締役　1名、当会社監査役　1名、

当会社従業員　25名、当会社子会社従業

員　2名

株式の種類別のストック・オプ

ションの数（注）
普通株式　801,410株 普通株式　14,500株

付与日 平成16年３月31日 平成16年12月23日

権利確定条件

対象者は、権利行使時において、当社なら

びに子会社の取締役、監査役および従業

員の地位にあることを有するものとす

る。

対象者は、権利行使時において、当社なら

びに子会社の取締役、監査役および従業

員の地位にあることを有するものとす

る。

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。

権利行使期間
付与日から2年を経過する日から5年以

内。

付与日から2年を経過する日から5年以内

（但し付与日から2年を経過した日に付

与されたストック・オプションの50％、3

年を経過後75％、4年を経過した日から

100％の範囲内で行使可能となる）。

会社名 連結子会社（WIDE Corporation）

 平成17年３月ストック・オプション 平成18年３月ストック・オプション

付与対象者の区分及び数

当会社取締役　4名、当会社監査役　1名、

当会社従業員　56名、当会社子会社取締

役　1名、当会社子会社従業員　11名

当会社取締役　2名、当会社監査役　2名、

当会社従業員　35名、当会社子会社従業

員　1名、当社取締役　2名

株式の種類別のストック・オプ

ションの数（注）
普通株式　415,000株 普通株式　250,000株

付与日 平成17年３月30日 平成18年３月31日

権利確定条件

対象者は、権利行使時において、当社なら

びに子会社の取締役、監査役および従業

員の地位にあることを有するものとす

る。

対象者は、権利行使時において、当社なら

びに子会社の取締役、監査役および従業

員の地位にあることを有するものとす

る。

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。

権利行使期間

付与日から2年を経過する日から5年以内

（但し付与日から2年を経過した日に付

与されたストック・オプションの50％、3

年を経過後75％、4年を経過した日から

100％の範囲内で行使可能となる）。

付与日から2年を経過する日から5年以

内。

（注）株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

会社名 提出会社

 平成15年７月ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 418

権利確定 －

権利行使 －

失効 63

未行使残 355

会社名 連結子会社（WIDE Corporation）

 平成16年３月ストック・オプション 平成16年12月ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）   

前連結会計年度末 － 2,000

付与 － －

失効 － 750

権利確定 － 625

未確定残 － 625

権利確定後　　　　　　（株）   

前連結会計年度末 137,410 2,000

権利確定 － 625

権利行使 － －

失効 500 750

未行使残 136,910 1,875

会社名 連結子会社（WIDE Corporation）

 平成17年３月ストック・オプション 平成18年３月ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）   

前連結会計年度末 207,890 224,000

付与 － －

失効 19,860 22,000

権利確定 95,515 －
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会社名 連結子会社（WIDE Corporation）

 平成17年３月ストック・オプション 平成18年３月ストック・オプション

未確定残 92,515 202,000

権利確定後　　　　　　（株）   

前連結会計年度末 － －

権利確定 95,515 －

権利行使 － －

失効 3,000 －

未行使残 92,515 －

②　単価情報

会社名 提出会社

 平成15年７月ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 142,040

権利行使時の平均株価　　（円） －

付与日における公正な評価単価　　　　

　（注）
－

会社名 連結子会社（WIDE Corporation）

 平成16年３月ストック・オプション 平成16年12月ストック・オプション

権利行使価格　　　　　（ウォン） 2,000 7,500

権利行使時の平均株価　（ウォン） － －

付与日における公正な評価単価　　　　

　（注）
－ －

会社名 連結子会社（WIDE Corporation）

 平成17年３月ストック・オプション 平成18年３月ストック・オプション

権利行使価格　　　　　（ウォン） 7,500 5,000

権利行使時の平均株価　（ウォン） － －

付与日における公正な評価単価　　　　

　（注）
－ －

（注）会社法の施行前に付与されたストック・オプションであるため、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産　 　千円

退職給付引当金 5,928 

賞与引当金　 7,428 

投資損失引当金 217,554 

未払事業税 3,216 

減損損失 131,085 

たな卸資産評価損 31,976 

繰越欠損金 1,122,276 

その他　 3,353 

繰延税金資産小計　 1,522,820 

評価性引当額 △1,498,699 

繰延税金資産合計 24,120 

繰延税金負債   

特別償却準備金 △209 

その他有価証券評価差額金 △53,759 

繰延税金負債合計 △53,968 

繰延税金負債の純額 △29,847 

繰延税金資産　 　千円

退職給付引当金 20,672 

賞与引当金　 6,677 

貸倒引当金 126,288 

未払事業税 2,519 

減損損失 88,773 

たな卸資産評価損 97,292 

繰越欠損金 2,198,073 

その他　 46,909 

繰延税金資産小計　 2,587,207 

評価性引当額 △2,587,207 

繰延税金資産合計 － 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載

しておりません。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

同左
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
グラフィッ
クス関連
（千円）

部材関連
（千円）

ターンキー
サービス関
連
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業損

益
      

売上高       

(1）外部顧客に対する

売上高
1,437,228 843,698 547,842 2,828,769 － 2,828,769

(2）セグメント間の内

部売上高又は振

替高

－ － 275 275 △275 －

計 1,437,228 843,698 548,118 2,829,044 △275 2,828,769

営業費用 1,146,148 821,333 576,689 2,544,171 171,004 2,715,176

営業利益又は営業

損失（△）
291,080 22,365 △28,571 284,873 △171,280 113,593

Ⅱ．資産、減価償却費及

び資本的支出
      

資産 1,133,753 410,457 211,549 1,755,760 3,516,068 5,271,829

減価償却費 50,910 － 16,742 67,652 2,272 69,925

資本的支出 7,536 － 3,625 11,162 315 11,478

　（注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっています。

２．各区分の主な事業の内容

(1) グラフィックス関連：グラフィックスLSI、グラフィックスボード、ソフト開発等

(2) 部材関連：液晶部材等の原材料の輸出取引等

(3) ターンキーサービス関連：LSI及びボード等の設計・製造サービス

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(179,138千円)の主なものは、親会社の管理部

門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額(3,516,068千円)の主なものは、当社での余資運用資

金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理に係る資産であります。

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれています。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
グラフィッ
クス関連
（千円）

部材関連
（千円）

ターンキー
サービス関
連
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業損

益
      

売上高       

(1）外部顧客に対する

売上高
2,078,639 575,367 417,166 3,071,173 － 3,071,173

(2）セグメント間の内

部売上高又は振

替高

－ － － － － －

計 2,078,639 575,367 417,166 3,071,173 － 3,071,173

営業費用 2,568,275 564,942 398,876 3,532,093 162,404 3,694,498

営業利益又は営業

損失（△）
△489,636 10,425 18,290 △460,920 △162,404 △623,325
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グラフィッ
クス関連
（千円）

部材関連
（千円）

ターンキー
サービス関
連
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社
（千円）

連結
（千円）

Ⅱ．資産、減価償却費及

び資本的支出
      

資産 2,742,875 55,247 118,888 2,917,012 1,251,218 4,168,231

減価償却費 178,936 － 16,310 195,246 4,659 199,906

資本的支出 111,196 － － 111,196 13,389 124,586

　（注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっています。

２．各区分の主な事業の内容

(1) グラフィックス関連：グラフィックスLSI、グラフィックスボード、ソフト、産業用液晶モニターの販売等

(2) 部材関連：部材等の原材料の輸出取引等

(3) ターンキーサービス関連：LSI及びボード等の設計・製造サービス

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(168,737千円)の主なものは、親会社の管理部

門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額(1,251,218千円)の主なものは、当社での余資運用資

金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理に係る資産であります。

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれています。

６．「連結財務諸表作成のための重要な事項の変更」に記載のとおり、法人税法等の改正（（所得税法等の一部

を改正する法律　平成19年3月30日　法律第6号）及び（法人税法施行令の一部を改正する政令　平成19年3月

30日　政令第83号））に伴い、当連結会計年度から、平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産について

は、改正後の法人税法に規定する償却方法に基づき、減価償却費を計上しております。なお、この変更による

営業損益に与える影響は軽微であります。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日）

 
日本
（千円）

米国
（千円）

台湾
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業損

益
       

売上高        

(1）外部顧客に対す

る売上高
2,259,750 159,954 409,065 － 2,828,769 － 2,828,769

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

49,029 14,043 207,665 － 270,738 △270,738 －

計 2,308,780 173,997 616,730 － 3,099,507 △270,738 2,828,769

営業費用 1,937,840 198,689 622,026 242 2,758,799 △43,623 2,715,176

営業利益又は営業

損失（△）
370,939 △24,692 △5,296 △242 340,708 △227,114 113,593

Ⅱ．資産 1,635,774 50,770 193,398 － 1,879,943 3,391,886 5,271,829

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1) その他… 英国領バージン諸島

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(179,138千円)の主なものは、親会社の管理部

門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額(3,516,068千円)の主なものは、当社での余資運用資

金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理に係る資産であります。

当連結会計年度（自平成19年4月1日　至平成20年3月31日）

 
日本
（千円）

米国
（千円）

台湾
（千円）

韓国
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業損

益
       

売上高        

(1）外部顧客に対す

る売上高
1,003,488 728,471 358,715 980,497 3,071,173 － 3,071,173

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

173,266 14,485 55,013 515,127 757,893 △757,893 －

計 1,176,754 742,957 413,729 1,495,625 3,829,066 △757,893 3,071,173

営業費用 1,402,040 735,360 399,462 1,808,843 4,345,706 △651,208 3,694,498

営業利益又は営業

損失（△）
△225,285 7,597 14,266 △313,218 △516,640 △106,685 △623,325

Ⅱ．資産 1,311,992 374,988 114,733 1,619,884 3,421,599 746,632 4,168,231

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(168,737千円)の主なものは、親会社の管理部

門に係る費用であります。

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額(1,251,218千円)の主なものは、当社での余資運用資

金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理に係る資産であります。

４．当連結会計年度より、新規連結子会社の取得により「韓国」を表示しております。

５．「連結財務諸表作成のための重要な事項の変更」に記載のとおり、法人税法等の改正（（所得税法等の一部

を改正する法律　平成19年3月30日　法律第6号）及び（法人税法施行令の一部を改正する政令　平成19年3月

30日　政令第83号））に伴い、当連結会計年度から、平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産について
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は、改正後の法人税法に規定する償却方法に基づき、減価償却費を計上しております。なお、この変更による

営業損益に与える影響は軽微であります。
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【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 アジア 米国 その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,353,393 81,970 1,368 1,436,731

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 2,828,769

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
47.8 2.9 0.1 50.8

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1) アジア… 韓国、台湾、中国、マレーシア

(2) その他… イタリア、イギリス、ドイツ

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 アジア 米国 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,464,992 698,779 407,065 29,344 2,600,182

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 3,071,173

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
47.7 22.8 13.2 1.0 84.7

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1) アジア… 韓国、台湾、中国等

(2) 欧州  … イギリス、ロシア、スペイン等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

４．当連結会計年度より、連結売上高に占める割合が10%を超えたため、「欧州」を表示しております。

【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　当社と関連当事者との取引には、開示すべき事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　当社と関連当事者との取引には、開示すべき事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 76,006円96銭

１株当たり当期純損失  9,566円04銭

１株当たり純資産額 60,741円33銭

１株当たり当期純損失      13,039円11銭

潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、１株

当たり当期純損失が計上されているため記載しておりま

せん。

潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、１株

当たり当期純損失が計上されているため記載しておりま

せん。

　（注）　１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純損失（千円） 393,986 537,028

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失（千円） 393,986 537,028

期中平均株式数（株） 41,186 41,186

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

平成15年6月25日定時株主総会決

議及び平成15年７月14日取締役会

決議ストックオプション（新株予

約権の数418個）

普通株式418株

第1回新株予約権付社債（目的と

なる株式の数　普通株式24,937.03

株）

なお、新株予約権の概要は、「第

４　提出会社の状況、１．株式等の

状況、(2)新株予約権等の状況」に

記載のとおりであります。

平成15年6月25日定時株主総会決

議及び平成15年７月14日取締役会

決議ストックオプション（新株予

約権の数355個）

普通株式355株

第1回新株予約権付社債（目的と

なる株式の数　普通株式 9,374.32

株）

なお、新株予約権の概要は、「第

４　提出会社の状況、１．株式等の

状況、(2)新株予約権等の状況」に

記載のとおりであります。
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（重要な後発事象）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

Ⅰ．第1回無担保転換社債型新株予約権付社債の一部繰上償還の件

当社は、平成19年5月10日開催の取締役会において、平成17年12月22日発行の当社第１回無担保転換社債型新株予約

権付社債について、平成19年5月10日現在における残存金額1,700,000千円の内、500,000千円を繰上償還することを決議

し、平成19年6月11日に500,000千円を繰上償還いたしました。

１．繰上償還の理由

当社経常利益の黒字化に伴い、平成19年3月期においてキャッシュフローが増加し、平成19年3月末日現在、当社の

現金及び預金の残高として2,406,040千円有していること等を検討し、かざか証券株式会社（以下、かざか証券）が保

有する当社第１回無担保転換社債型新株予約権付社債について、社債要項「11.償還の方法および期限（3）」（注）

に基づき一部繰上償還いたしました。

当該新株予約権付社債の平成19年5月10日現在における残存金額は1,700,000千円であり、その内、500,000千円を繰

上償還いたしましたが、当該資金につきましては、当社手許資金を充当いたしました。

２．繰上償還の詳細について

（1）繰上償還銘柄 当社第1回無担保転換社債型新株予約権付社債

（2）繰上償還日 平成19年6月11日

（3）転換価額 53,337.2円

（4）繰上償還額 500,000千円

（5）繰上償還金額（注） 額面100円につき金101円

３．繰上償還による当社業績に与える影響について

繰上償還金額が額面100円につき101円のため、繰上償還により5,000千円の費用が生じました。

（注）社債要項「11.償還の方法および期限（3）」の概要

当社は、平成17年12月26日以降、その選択により、本新株予約権付社債の社債権者に対して償還日から30日以上

60日以内の事前通知を行った上で、その時点において未償還の本社債の全部または一部を繰上償還することがで

きます。この場合の償還価額は本社債の額面100円につき金101円となります。

　

Ⅱ．WIDE Corp.の株式取得（子会社化）の件

当社は、平成19年5月10日開催の取締役会において、医療機器及び航空管制等の産業用液晶モニターメーカーである

韓国のWIDE Corp.（以下、WIDE社）の発行済株式数の約45％を取得し、同社を子会社化することについて決議し、平成

19年5月18日に同社の株式を取得の上、子会社といたしました。

１．株式取得（子会社化）の経緯と目的

（1）株式取得（子会社化）の経緯

WIDE社はサムスングループ出身者が中心となり、平成11年12月に韓国に設立された医療機器及び航空管制等の産

業用液晶モニターの開発・製造・販売会社で、これまで培った液晶技術を応用し、新事業として素材事業を行ってま

いりました。現在、同社は、韓国本社の他、米国現地法人、日本事務所、欧州事務所を有し、医療分野を中心に産業用液

晶モニターをワールドワイドに販売しております。当社は、平成13年11月より同社に医療機器向けグラフィックス

ボードの販売を開始し、主に医療分野で取引を深耕させ、平成17年12月に同社の筆頭株主（平成19年3月31日現在出

資比率:13.5％）になっております。

WIDE社の平成18年12月期決算において、新事業の素材事業につき、設備資金の負担が重く、量産化への追加投資が

困難なことから、同事業から撤退し、あらためて産業用液晶モニター事業に同社の経営資源を集中させることになり

ました。素材事業からの撤退に伴い、同社に特別損失が発生し、今般、当社をはじめとする既存株主に対し株主割当増

資の依頼が寄せられました。
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（2）株式取得（子会社化）の目的

前述の株主割当増資に対し、当社として以下の理由より積極的に対応することとし、今般、当社はWIDE社に追加出

資を行い、同社の財務基盤を強固にすると同時に同社を子会社化いたしました。また、当社は取締役の派遣も行う予

定です。

なお、今般の株主割当後、WIDE社は韓国の大手金融グループ等に対し第三者割当増資を行う計画であり、事業資金

を確保の上、今後、当社及びWIDE社で一体となり産業用グラフィックスシステムメーカーとして事業展開を図って

まいります。

①WIDE社の産業用液晶モニター事業は、当社のグラフィックス関連事業と同様に、大手企業が激しい競争をしてい

るテレビ及びPC等の商業用途は避け、高い技術力と高付加価値を生み出す産業用にフォーカスしており、既に医療

分野で基盤を確立し、現在、航空管制分野に進出している他、船舶及びDTP（印刷関連）等への展開を計画してお

り、両社がフォーカスしている事業領域は重複し、事業の親和性が非常に高いこと。

②当社が画像処理を行うグラフィックス・サブシステム（グラフィックスLSI、基本ソフト〔ドライバ、ライブラ

リ〕並びにボード）、WIDE社が画像表示を行う液晶モニター、と両社の製品上の補完関係は強く、産業用グラ

フィックスシステムとして両社製品をセットもしくはモジュールとして販売することで、事業展開の相乗効果が

認められ、顧客への訴求効果がより高まること。

③産業用液晶モニターの中でも医療機器向け液晶モニターは、高画質、高解像度、輝度及び画質の持続性等、特に高い

技術力が要求されますが、現在、WIDE社の医療機器向け液晶モニターは、世界的な欧米の大手医療機器メーカー等

に採用されており、同社の産業用液晶モニター事業は、高い技術力により医療分野を中心に既に事業基盤を確立し

ていること。

２．WIDE社の概要

（1）商号 WIDE Corp.（http://www.widecorp.com）

（2）代表者 W.K.Kim

（3）所在地 806-3,Yangcheong-Ri,Ochang-Myun,Cheongwon-Gun,363-883,Korea

（4）設立年月日 1999年12月

（5）主な事業の内容 医療及び航空管制等の産業用液晶モニターの開発・製造・販売

 

（6）
決算期 12月31日

 

（7）
従業員数 89名（平成18年12月31日現在）

 

（8）
資本の額 3,702,925千ウォン（474,714千円）（平成18年12月31日現在）　（注1）

 

（9）
発行済株式数 7,405,850株（平成18年12月31日現在）

 

（10）
大株主の構成 当社、WIDE社の経営陣及び従業員、並びにベンチャーキャピタル等

（11）業績の動向（注1～4）

 
平成18年12月期

（前期実績）

平成19年12月期

（当期予想）

売上高 
16,877百万ウォン

（2,163百万円）

20,400百万ウォン

（2,615百万円）

営業利益（△損失）
△3,637百万ウォン

（△466百万円）

1,020百万ウォン

（130百万円）

税引前当期純利益（△純損失）
△14,773百万ウォン

（△1,893百万円）

520百万ウォン

（66百万円）

当期純利益 （△純損失）
△14,773百万ウォン

（△1,893百万円）

520百万ウォン

（66百万円）

総資産 
30,661百万ウォン

（△3,930百万円）
－  

株主資本 
3,419百万ウォン

（438百万円）
－  

１株当たり配当金 － －  

（注1）参考として、平成18年12月31日現在の為替レート1ウォン＝0.1282円を基準に、韓国ウォンを日本円に換算

しております。

（注2）経常利益に該当する科目がないため、税引前当期純利益を用いております。
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（注3）平成18年12月期について、売上高は産業用液晶モニターの売上だけであり、医療機器向けが中心でありま

す。新事業の素材事業は開発のみであり費用の負担重く、その結果、営業利益が赤字になっております。ま

た、素材事業の撤退に伴い、同事業の設備につき簿価を下回る価格で売却等を行ったことにより特別損失

を計上し、当期純損失として△14,773百万ウォン（△1,893百万円）の赤字となりました。

（注4）平成19年12月期について、上期は素材事業の最終整理に費用がかかる予定ですが、下期以降は産業用液晶

モニター事業に経営資源が集中され、収益力も大幅に回復することが期待できます。

３．株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況

（1）異動前の所有株式数

普通株式　　　997,850株（所有割合13.5％）（注5） 

（議決権の数　997,850個）（注5）

（2）株主割当増資及び失権株の割当により当社が取得する株式

普通株式　　　8,000,000株（取得価額4,000,000千ウォン〔522百万円〕）（注7）

（議決権の数　8,000,000個） 

（3）異動後の所有株式数

普通株式　　　8,997,850株（所有割合約45％）（注5,6）

（議決権の数　8,997,850個）（注5）

（注5）当社出資比率には、当社子会社であるTSUNAMI2002-1号投資事業組合及びTSUNAMI2004-1号投資事業組

合によるWIDE社への出資分も勘案しております。

（注6）株主割当増資後、WIDE社は韓国の大手金融グループ等に対し第三者割当増資を行う計画でありますが、

当社は、取得済みの同社転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の一部を行使し、出資比率40％以上を

維持する予定です。なお、WIDE社は当社が議決権の40％以上を有し、かつ技術・資金等において緊密な関

係にあることから、実質基準を適用し当社子会社となります。

（注7）参考として、平成19年5月10日現在の為替レート1ウォン＝0.1306円を基準に、韓国ウォンを日本円に換算

しております。

４．日　程

 平成19年5月10日 取締役会決議

 平成19年5月11日 株主割当増資の払込期日

 平成19年5月18日 失権株の割当の払込期日

Ⅲ．当社子会社MacroTech社の営業権の一部譲渡の件

当社子会社であるMacroTech Semiconductor Corporation（以下、MacroTech社）は、平成19年6月14日開催の取締役会に

おいて、営業権の一部を台湾の同業者であるAlchip Technologies,Inc.（以下、Alchip社）に譲渡することについて決議い

たしました。

１． 営業権一部譲渡の理由

当社は、平成16年11月にLSIのターンキーサービスを主な業務とする台湾のMacroTech社を子会社化いたしました。

ターンキーサービスとは、LSIのレイアウト設計及びマスクデータの作成をMacroTech社が行い、半導体製造会社（ウ

エハ処理）、組立て会社（パッケージング）及びテスト会社と連携し、半導体ファブレスメーカー及びデジタル家電

メーカー等に同社がLSIの量産供給を行うものであります。現在、MacroTech社は、世界のデジタル家電の開発・製造

拠点として急成長している日本、中国、台湾、韓国を中心にターンキーサービスを推進しておりますが、競合他社との

競争が厳しく、事業拡大が困難な状況にあります。

 一方、当社は、平成19年5月に韓国の産業用液晶モニターメーカーであるWIDE Corp.を子会社化いたしました。同

社の子会社化に伴い、画像処理を行うグラフィックス・サブシステム（グラフィックスLSI、基本ソフト〔ドライバ、

ライブラリ〕並びにボード）から表示機器までセットにしたグラフィックスシステムとして製品供給を行う計画で

あります。従い、当社グループとして、今後、産業用グラフィックスに注力し事業を拡大させて行く方針であります。

 以上より、当社グループとして、ターンキーサービス事業を縮小させ、経営資源を産業用グラフィックス事業に集

中させる為、今般、MacroTech社の営業権の一部を台湾の同業他社であるAlchip社に譲渡することにいたしました。な

お、MacroTech社は、今後、台湾におけるグラフィックス関連製品の製造管理と販売に注力してまいります。

２． 営業権一部譲渡の内容

（1）譲渡対象の内容

 MacroTech社の既存顧客の内、３社の営業権

（2）譲渡対象の平成18年12月期における経営成績（注1）
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　 譲渡対象(a) MacroTech社実績(b) 比率(a/b)

 売上高
37,081千台湾ドル

（135,382千円） 

179,680千台湾ドル

（656,007千円）
20.6％ 

（注1）参考として、平成18年12月31日現在の為替レート1台湾ドル＝3.651円を基準に、台湾ドルを日本円に換算

しております。

（3）譲渡資産、負債の項目及び金額

 該当事項はございません。

（4）譲渡価額及び決済方法

 譲渡価額：US$500千（61,400千円）（注2）

 決済方法：現金決済

（注2）参考として、平成19年6月14日現在の為替レート1ドル＝122.80円を基準に、米国ドルを日本円に換算して

おります。

３． 営業権一部譲渡先の概要

（1）商号 Alchip Technologies,Inc.（http://www.alchip.com）

（2）代表者 Kinying Kwan

（3）所在地 中華民国台北市

（4）設立年月日 2002年8月

（5）主な事業の内容 半導体のレイアウト設計及びターンキーサービス 

 

（6）
資本金 8,443千台湾ドル（30,828千円）（平成18年12月31日現在）（注3） 

 

（7）
従業員数 159名（平成18年12月31日現在） 

 

（8）
売上高 1,389,738千台湾ドル（5,073,888千円）（平成18年12月期決算）（注3） 

（注3）参考として、平成18年12月31日現在の為替レート1台湾ドル＝3.651円を基準に、台湾ドルを日本円に換算

しております。
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４．日　程

 平成19年6月14日 MacroTech社の取締役会決議及び営業権一部譲渡契約の締結

 平成19年6月29日 営業権一部譲渡承認のMacroTech社の臨時株主総会（予定）

 平成19年7月 2日 営業権一部譲渡日（予定）

５．業績に与える影響

本件営業権一部譲渡により、特別利益としてUS$500千（61,400千円）が生じますが、ターンキーサービス関連の縮

小に伴い、リストラ費用等が発生する見込みであります。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

Ⅰ．WIDE Corp.（以下、WIDE社）の既存ストック・オプションの失効と新規ストック・オプション発行の件

当社子会社のWIDE社は、既存ストック・オプションの行使価格が同社の現在の本源的価値と乖離しており、また、当

社子会社化後、あらためて会社業績向上に対する取締役及び従業員の意欲や士気を高めるため、既存ストック・オプ

ションを平成20年3月に全て失効させ、平成20年3月28日に開催した同社定時株主総会で以下内容のストック・オプ

ションを新規に発行いたしました。

１．新規に発行したストック・オプションの内容

付与対象者の区分及び数
当会社取締役　3名、当会社従業員　40名、当会社子会社取締役

　1名、当会社子会社従業員　3名

ストック・オプションの数（注） 普通株式　2,288,914株

付与日 平成20年３月28日

権利確定条件

対象者は、権利行使時において、当社ならびに子会社の取締

役、監査役及び従業員の地位にあることを有するものとす

る。

対象勤務期間  定めておりません。

権利行使期間

付与日から2年を経過する日から5年以内（但し付与日から2

年を経過した日に付与されたストック・オプションの

343,914株及び1,945,000株の50％、3年を経過後1,945,000株の

75％、4年を経過した日から1,945,000株の100％の範囲内で行

使可能となる）。

（注）株式数に換算して記載しております。

２．新規に発行したストック・オプションの単価情報

権利行使価格　　　　　（ウォン） 650

権利行使時の平均株価　（ウォン） －

付与日における公正な評価単価

（ウォン）
－

３．新規に発行したストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

ストック・オプションについて、WIDE社は未公開企業であるため公正な評価単価を本源的価値により算定して

おります。なお、本源的価値は以下のとおりです。

①１株当たり評価方法及び１株当たりの評価額

純資産法及び取引事例比準法等による評価額　　　650ウォン

②新株予約権の行使価格　　　　　　　　　　　　　　650ウォン

算定の結果、株式の評価額が新株予約権の行使時の払込金額と同額のため単位当たりの本源的価値はゼロと

なり、ストック・オプションの公正な評価単価をゼロと算定しております。

４．新規に発行したストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用してお

ります。

Ⅱ．第1回無担保転換社債型新株予約権付社債の全額繰上償還の件

当社は、平成20年4月14日開催の取締役会において、平成17年12月22日発行の当社第１回無担保転換社債型新株予約
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権付社債について、平成20年4月14日現在における残存金額500,000千円全額を繰上償還することを決議し、平成20年5月

15日に500,000千円を繰上償還いたしました。

１．繰上償還の理由

当社遊技機器向けの新型ＬＳＩにつき、次期上期のサンプル製品出荷に向け、前回、当該新株予約権付社債の一部

繰上償還を決議した平成20年2月18日以降も開発の進捗状況を入念に確認して参りましたが、当該進捗状況は引続き

順調に推移しており、また、次期の事業計画並びに当社の現金及び預金の残高として1,148,011千円（平成20年3月末

日現在）有していること等も検討した結果、かざか証券株式会社（以下、かざか証券）が保有する当該新株予約権付

社債について、社債要項「11.償還の方法および期限（3）」（注）に基づき全額繰上償還することにいたしました。

当該新株予約権付社債の平成20年4月14日現在における残存金額500,000千円全額を繰上償還いたしましたが、当該

資金につきましては、当社手許資金を充当いたしました。

２．繰上償還の詳細について

（1）繰上償還銘柄 当社第1回無担保転換社債型新株予約権付社債

（2）繰上償還日 平成20年5月15日

（3）転換価額 53,337.2円

（4）繰上償還額 500,000千円

（5）繰上償還金額（注） 額面100円につき金101円

３．繰上償還による当社業績に与える影響について

繰上償還金額が額面100円につき101円のため、繰上償還により5,000千円の費用が生じました。

（注）社債要項「11.償還の方法および期限（3）」の概要

当社は、平成17年12月26日以降、その選択により、本新株予約権付社債の社債権者に対して償還日から30日以上

60日以内の事前通知を行った上で、その時点において未償還の本社債の全部または一部を繰上償還することがで

きます。この場合の償還価額は本社債の額面100円につき金101円となります。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率（％） 担保 償還期限

株式会社リアルビジヨ

ン

第1回無担保転換社債型

新株予約権付社債

平成17年12月

22日

1,700,000

 （ － ）

500,000

 （500,000）
－  なし

平成20年12月

22日

合計 － －
1,700,000

 （ － ）

500,000

 （500,000）
－ － －

　（注）１．（　）内書きは、１年以内の償還予定額であります。

２．新株予約権付社債に関する記載は、次のとおりであります。

銘柄 第1回無担保転換社債型新株予約権付社債

発行すべき株式 普通株式

新株予約権の発行価額（円） 無償

株式の発行価格（円） （注２）

発行価額の総額（千円） 1,800,000

新株予約権の行使により発行した株式の発行価額

の総額（千円）
100,000

新株予約権の付与割合（％） 100

新株予約権の行使期間 平成17年12月26日から平成20年12月19日まで

　（注）１．本新株予約権付社債の社債権者が本新株予約権を行使したときは本社債の全額の償還に代えて当

該本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込がなされたものとする請求が

あったものとみなします。

２．本新株予約権の行使に際して払込をなすべき1株あたりの額（以下「転換価額」という。）は、当

初143,000円とする。ただし、平成18年12月22日以降の毎月第4金曜日（以下「決定日」という。）

の翌取引日以降、転換価額は、決定日まで（当日を含む。）の5連続取引日（ただし、株式会社東京

証券取引所における当社普通株式の普通取引に係る売買高加重平均価格（以下「VWAP」とい

う。）が算出されない日は除き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前のVWAPが算出さ

れる取引日までの5連続取引日とする。以下「時価算定期間」という。）の各取引日のVWAPの平

均値の90%に相当する金額（円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を切り捨てる。）に修

正された価額であります。

３．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

500,000 － － － －

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － 374,205 7.6 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － － 

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － － 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 － 374,205 － －

　（注）平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。
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（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   2,406,040   1,148,011  

２．受取手形   79,905   91,791  

３．売掛金 ＊１  1,139,712   354,515  

４．製品   95,915   51,712  

５．原材料   166,439   126,401  

６．仕掛品   26,352   7,472  

７．関係会社短期貸付金   59,025   －  

８．未収消費税等   18,967   40,767  

９．その他   5,559   4,216  

貸倒引当金   －   △2,979  

流動資産合計   3,997,917 79.9  1,821,909 61.2

Ⅱ　固定資産        

(1)有形固定資産        

１．建物  3,671   12,797   

減価償却累計額  2,770 901  2,066 10,731  

２．工具器具及び備品  167,733   128,486   

減価償却累計額  142,409 25,323  99,201 29,285  

有形固定資産合計   26,225 0.5  40,016 1.3

(2)無形固定資産        

１．ソフトウェア   32,561   13,496  

２．電話加入権   700   700  

無形固定資産合計   33,261 0.7  14,196 0.5
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

(3)投資その他の資産        

１．投資有価証券   1,168,718   55,247  

２．関係会社株式   99,098   713,035  

３．関係会社社債   －   567,816  

４．その他関係会社有価
証券

  192,328   －  

５．破産更生債権等   315   －  

６．その他   23,141   21,050  

貸倒引当金   △315   －  

投資損失引当金   △535,320   △256,974  

投資その他の資産合計   947,966 18.9  1,100,175 37.0

固定資産合計   1,007,452 20.1  1,154,388 38.8

資産合計   5,005,370 100.0  2,976,298 100.0

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金   －   176  

２．未払金   27,314   84,894  

３．未払費用   10,859   8,495  

４．未払法人税等   9,819   7,217  

５．預り金   1,466   1,428  

６．賞与引当金   18,280   16,430  

７．その他   －   623  

流動負債合計   67,739 1.3  119,265 4.0

Ⅱ　固定負債        

１．新株予約権付社債 ＊２  1,700,000   500,000  

２．繰延税金負債   47,873   －  

３．退職給付引当金   13,800   12,500  

固定負債合計   1,761,673 35.2  512,500 17.2

負債合計   1,829,413 36.5  631,765 21.2
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  3,022,725 60.4  3,022,725 101.6

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 3,489,224   3,489,224   

資本剰余金合計 　  3,489,224 69.7  3,489,224 117.2

３．利益剰余金 　       

(1）その他利益剰余金 　       

特別償却準備金 ＊３ 287   －   

繰越利益剰余金 　 △3,405,658   △4,161,299   

利益剰余金合計 　  △3,405,370 △68.0  △4,161,299 △139.8

４．自己株式 　  △241 △0.0  △241 △0.0

株主資本合計 　  3,106,337 62.1  2,350,408 79.0

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  69,620 1.4  △5,875 △0.2

評価・換算差額等合計 　  69,620 1.4  △5,875 △0.2

純資産合計 　  3,175,957 63.5  2,344,532 78.8

負債純資産合計 　  5,005,370 100.0  2,976,298 100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１．製品売上高  1,432,536   461,667   

２．商品売上高  843,698 2,276,234 100.0 715,087 1,176,754 100.0

Ⅱ　売上原価        

１．製品期首たな卸高  97,972   95,915   

２．当期製品製造原価  768,342   144,661   

３．当期商品仕入高  831,565   728,077   

合計  1,697,881   968,654   

４．他勘定への振替高  1,667   8,121   

５．製品期末たな卸高  95,915   51,712   

６．ソフトウェア償却費  22,000 1,622,298 71.3 22,000 930,820 79.1

売上総利益   653,935 28.7  245,933 20.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 *2、3  505,501 22.2  632,643 53.8

営業利益（△損失）   148,433 6.5  △386,709 △32.9

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  3,070   3,895   

２．有価証券利息 ＊１ 4,530   6,237   

３．受取配当金  －   2,716   

４．業務受託収入  12,000   5,000   

５．雑収入  1,366 20,967 0.9 627 18,477 1.6

Ⅴ　営業外費用        

１．保険積立金解約損  1,282   1,758   

２．為替差損  882   16,980   

３．固定資産除却損  938   1,928   

４．雑損失  4 3,108 0.1 26 20,694 1.8

経常利益（△損失）   166,293 7.3  △388,927 △33.1
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益        

１．貸倒引当金戻入益  120 120 0.0 － － －

Ⅶ　特別損失        

１．投資損失引当金繰入額  535,320   256,974   

２．事業整理損失  －   42,136   

３．投資有価証券評価損  －   29,600   

４．たな卸資産評価損  －   19,005   

５．社債償還損  －   12,000   

６．その他  － 535,320 23.5 5,407 365,123 31.0

税引前当期純損失   368,907 △16.2  754,050 △64.1

法人税、住民税及び事業
税

 1,989   2,086   

法人税等調整額  △516 1,473 0.1 △209 1,877 0.1

当期純損失   370,380 △16.3  755,928 △64.2

        

（製造原価明細書）

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  687,222 90.6 80,413 55.6

Ⅱ　経費 ＊２ 71,489 9.4 64,243 44.4

当期総製造費用  758,711 100.0 144,657 100.0

期首仕掛品たな卸高  36,505  26,352  

合計  795,216  171,009  

期末仕掛品たな卸高  26,352  7,472  

他勘定振替高 ＊３ 521  18,875  

当期製品製造原価  768,342  144,661  

　（注）１．原価計算の方法は実際個別原価計算を採用しております。
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＊２．経費の主な内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分 金額（千円） 金額（千円）

業務委託費 71,489 64,243

＊３．他勘定振替高内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分 金額（千円） 金額（千円）

事業整理損失 － 18,875

販売促進費 521 －

合計 521 18,875
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合
計特別償却準備

金
繰越利益剰余
金

平成18年３月31日残高（千円） 3,022,725 3,489,224 1,797 △3,036,787 △3,034,990 △241 3,476,717

事業年度中の変動額        

特別償却準備金の取崩し（注）   △1,509 1,509 －  －

当期純損失    △370,380 △370,380  △370,380

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

       

事業年度中の変動額合計（千円） － － △1,509 △368,871 △370,380 － △370,380

平成19年３月31日残高（千円） 3,022,725 3,489,224 287 △3,405,658 △3,405,370 △241 3,106,337

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

平成18年３月31日残高（千円） 44,731 44,731 3,521,448

事業年度中の変動額    

特別償却準備金の取崩し（注）   －

当期純損失   △370,380

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

24,889 24,889 24,889

事業年度中の変動額合計（千円） 24,889 24,889 △345,491

平成19年３月31日残高（千円） 69,620 69,620 3,175,957

（注）平成18年６月の定時株主総会における損失処理によるものが754千円含まれております。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合
計特別償却準備

金
繰越利益剰余
金

平成19年３月31日残高（千円） 3,022,725 3,489,224 287 △3,405,658 △3,405,370 △241 3,106,337

事業年度中の変動額        

特別償却準備金の取崩し   △287 287 －  －

当期純損失    △755,928 △755,928  △755,928

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

       

事業年度中の変動額合計（千円） － － △287 △755,640 △755,928 － △755,928

平成20年３月31日残高（千円） 3,022,725 3,489,224 － △4,161,299 △4,161,299 △241 2,350,408

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

平成19年３月31日残高（千円） 69,620 69,620 3,175,957

事業年度中の変動額    

特別償却準備金の取崩し   －
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

当期純損失   △755,928

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

△75,495 △75,495 △75,495

事業年度中の変動額合計（千円） △75,495 △75,495 △831,424

平成20年３月31日残高（千円） △5,875 △5,875 2,344,532
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（重要な会計方針）

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及

び評価方法

(1)子会社株式

……移動平均法による原価法

(1)子会社株式

同左

 (2) 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

(2) 満期保有目的の債券

同左

 (3）その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法及び償却

原価法（定額法）

(3）その他有価証券

時価のないもの

同左

２．デリバティブ等の評価

基準及び評価方法

(1)デリバティブ

……時価法

(1)デリバティブ

同左

３．たな卸資産の評価基準

及び評価方法

(1)製品

……移動平均法による原価法

(1)製品

同左

 (2)原材料

……移動平均法による原価法

(2)原材料

同左

 (3)仕掛品

……移動平均法による原価法及び個

別法による原価法

(3)仕掛品

同左

４．固定資産の減価償却の

方法

(1)有形固定資産

　定率法

　主な耐用年数は以下の通りでありま

す。

建物　　　　　　　3～15年

工具器具及び備品　2～20年

(1)有形固定資産

　定率法

　主な耐用年数は以下の通りでありま

す。

建物　　　　　　　3～15年

工具器具及び備品　2～20年

（追加情報）

当事業年度より法人税法の改正に伴

い、従前より所有している有形固定資産

の残存価額については、5年間の均等償

却を行う方法を採用しております。これ

に伴う損益に与える影響は軽微であり

ます。

 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産
 ソフトウェア

　市場販売目的のソフトウェアについ

ては、販売可能な有効期間（3年）に

基づく定額法、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利用可能

期間（2～5年）に基づく定額法に

よっております。

ソフトウェア

同左

５．外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上することとしております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）投資損失引当金

　市場価格のない有価証券等に対し、将

来発生する可能性のある損失に備える

ため、投資先の財政状態等を勘案し、必

要と認められる額を計上しております。

（追加情報）

　当事業年度より投資損失引当金を計上

しております。

この変更は投資先の財政状態の一時

的な悪化を適時に当社の投資勘定に反

映させ、財務内容の健全化を図るために

行ったものであります。この変更に伴

い、従来の方法によった場合と比較して

税引前当期純損失は535,320千円多く計

上されております。

(2）投資損失引当金

　子会社株式に対し、将来発生する可能

性のある損失に備えるため、子会社の財

政状態等を勘案し、必要と認められる額

を計上しております。

 (3）賞与引当金

　従業員の賞与の支払いに備えるため、

当事業年度に負担すべき支給見込額を

計上しております。

(3）賞与引当金

同左

 (4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。

(4）退職給付引当金

同左

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

８．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要な

事項

(1)消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(1)消費税等の会計処理

同左

(2)連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

(2)連結納税制度の適用

同左
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（会計処理方法の変更）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第5号　平成17年12月9日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第8号　平成17年12月9日）に基づ

き、当事業年度から同会計基準及び同適用指針を適用して

おります。

　従来の「資本の部」の合計に相当する金額は3,175,957千

円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。

（固定資産の減価償却方法の変更）

　法人税法等の改正（（所得税法等の一部を改正する法律

　平成19年3月30日　法律第6号）及び（法人税法施行令の

一部を改正する政令　平成19年3月30日　政令第83号））に

伴い、当事業年度から、平成19年4月1日以降に取得した有

形固定資産については、改正後の法人税法に規定する償却

方法に基づき、減価償却費を計上しております。

　なお、この変更による損益に与える影響は軽微でありま

す。

（表示方法の変更）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表）

１．前事業年度まで区分掲記しておりました「前払費

用」（当事業年度は2,339千円）は、当事業年度において

資産の総額の100分の１以下となったため、流動資産の

「その他」に含めて表示することにいたしました。

２．「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準

の適用に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員

会平成18年9月8日　実務対応報告第20号）が適用された

ことに伴い、当事業年度から関係会社として取り扱って

いる投資事業組合への出資を、関係会社株式として表示

する方法からその他関係会社有価証券として表示する

方法に変更いたしました。

なお、前事業年度末の関係会社株式に含まれている当

該出資の額は185,169千円であります。

―――
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（注記事項）

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

＊１　関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。

＊１　関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。

売掛金     38,834千円 売掛金   39,513千円

＊２　新株予約権付社債

　第1回無担保転換社債型新株予約権付社債1,700,000千円

であります。なお、転換価額の修正及び繰上償還について

は、以下のとおりであります。

①転換価額の修正

　転換価額は当初143,000円（当該社債の発行決議日〔平成

17年12月6日〕の終値）で決定され、平成18年12月22日ま

での約1年間、転換価額の修正条項は適用されませんが、平

成18年12月22日以降、転換価額は自動的に株式時価をベー

スに毎月1回、修正が行われます。なお、転換価額の修正の

上限価額は160,011.6円、下限価額は53,337.2円であります。

②繰上償還

　当該社債には当社の選択によりいつでも行使することが

可能なコールオプション及び当該社債の割当先であるか

ざか証券の選択によりいつでも行使することが可能な

プットオプションが付されております。株価の状況次第で

は当社自身もしくはかざか証券の選択により当該社債の

全部または一部を繰上償還することが可能となっており

ます。

＊２　新株予約権付社債

　第1回無担保転換社債型新株予約権付社債500,000千円で

あります。なお、転換価額の修正及び繰上償還については、

以下のとおりであります。

①転換価額の修正

同左　

②繰上償還

同左　

＊３　特別償却準備金は、租税特別措置法に基づいて積み

立てております。

＊３　　　　　　　　　―――
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

＊１　　　　　　　　　―――　 ＊１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

関係会社よりの有価証券利息   4,002千円

＊２　販売費に属する費用のおおよその割合は2.9％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は97.1％であり

ます。

　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

＊２　販売費に属する費用のおおよその割合は1.9％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は98.1％であり

ます。

　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

(1)役員報酬 42,253千円

(2)給料手当 105,872千円

(3)賞与引当金繰入額 9,858千円

(4)退職給付費用 2,207千円

(5)研究開発費 184,423千円

(6)減価償却費 4,446千円

(7)報酬委託手数料 70,831千円

(8)広告宣伝費 7,506千円

(1)役員報酬  42,284千円

(2)給料手当  85,488千円

(3)賞与引当金繰入額 8,670千円

(4)退職給付費用 1,359千円

(5)研究開発費 341,033千円

(6)減価償却費 4,872千円

(7)貸倒引当金繰入額 2,979千円

(8)報酬委託手数料  58,275千円

(9)広告宣伝費 7,229千円

＊３　研究開発費の総額 ＊３　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 一般管理費に含まれる研究開発費

 184,423千円  341,033千円

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 1.30 － － 1.30

合計 1.30 － － 1.30

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 1.30 － － 1.30

合計 1.30 － － 1.30
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

リース契約１件当たりのリース料総額が300万円を

超えるものがないため省略しております。

該当事項はありません。

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 992千円

１年超 2,563千円

合計 3,556千円

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 992千円

１年超 1,571千円

合計 2,563千円

（有価証券関係）

前事業年度（平成19年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　該当事項はありません。

当事業年度（平成20年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　該当事項はありません。

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産　 　千円

退職給付引当金 5,608 

賞与引当金　 7,428 

投資損失引当金 217,554 

未払事業税 3,216 

減損損失 131,085 

たな卸資産評価損 31,976 

繰越欠損金 921,128 

その他　 1,289 

繰延税金資産小計　 1,319,287 

評価性引当額 △1,319,287 

繰延税金資産合計 － 

繰延税金負債   

特別償却準備金 △209 

その他有価証券評価差額金 △47,664 

繰延税金負債合計 △47,873 

繰延税金負債の純額 △47,873 

繰延税金資産　 　千円

退職給付引当金 5,080 

賞与引当金　 6,677 

貸倒引当金 1,210 

投資損失引当金 104,434 

未払事業税 2,519 

減損損失 88,773 

たな卸資産評価損 15,181 

繰越欠損金 1,390,270 

その他　 12,008 

繰延税金資産小計　 1,626,156 

評価性引当額 △1,626,156 

繰延税金資産合計 － 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

税引前当期純損失を計上しているため、記載してお

りません。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

同左
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 77,112円54銭

１株当たり当期純損失  8,992円87銭

１株当たり純資産額 56,925円48銭

１株当たり当期純損失 18,354円02銭

　潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、１株当

たり当期純損失が計上されているため記載しておりませ

ん。

　潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、１株当

たり当期純損失が計上されているため記載しておりませ

ん。

　（注）　１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純損失（千円） 370,380 755,928

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失（千円） 370,380 755,928

期中平均株式数（株） 41,186 41,186

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

平成15年6月25日定時株主総会決

議及び平成15年７月14日取締役会

決議ストックオプション（新株予

約権の数418個）

普通株式418株

第1回新株予約権付社債（目的と

なる株式の数　普通株式24,937.03

株）

なお、新株予約権の概要は、「第

４　提出会社の状況、１．株式等の

状況、(2)新株予約権等の状況」に

記載のとおりであります。

平成15年6月25日定時株主総会決

議及び平成15年７月14日取締役会

決議ストックオプション（新株予

約権の数355個）

普通株式355株

第1回新株予約権付社債（目的と

なる株式の数　普通株式9,374.32

株）

なお、新株予約権の概要は、「第

４　提出会社の状況、１．株式等の

状況、(2)新株予約権等の状況」に

記載のとおりであります。
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（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

Ⅰ．第1回無担保転換社債型新株予約権付社債の一部繰上償還の件

当社は、平成19年5月10日開催の取締役会において、平成17年12月22日発行の当社第１回無担保転換社債型新株予約

権付社債について、平成19年5月10日現在における残存金額1,700,000千円の内、500,000千円を繰上償還することを決議

し、平成19年6月11日に500,000千円を繰上償還いたしました。

１．繰上償還の理由

当社経常利益の黒字化に伴い、平成19年3月期においてキャッシュフローが増加し、平成19年3月末日現在、当社の

現金及び預金の残高として2,406,040千円有していること等を検討し、かざか証券株式会社（以下、かざか証券）が保

有する当社第１回無担保転換社債型新株予約権付社債について、社債要項「11.償還の方法および期限（3）」（注）

に基づき一部繰上償還いたしました。

当該新株予約権付社債の平成19年5月10日現在における残存金額は1,700,000千円であり、その内、500,000千円を繰

上償還いたしましたが、当該資金につきましては、当社手許資金を充当いたしました。

２．繰上償還の詳細について

（1）繰上償還銘柄 当社第1回無担保転換社債型新株予約権付社債

（2）繰上償還日 平成19年6月11日

（3）転換価額 53,337.2円

（4）繰上償還額 500,000千円

（5）繰上償還金額（注） 額面100円につき金101円

３．繰上償還による当社業績に与える影響について

繰上償還金額が額面100円につき101円のため、繰上償還により5,000千円の費用が生じました。

（注）社債要項「11.償還の方法および期限（3）」の概要

当社は、平成17年12月26日以降、その選択により、本新株予約権付社債の社債権者に対して償還日から30日以上

60日以内の事前通知を行った上で、その時点において未償還の本社債の全部または一部を繰上償還することがで

きます。この場合の償還価額は本社債の額面100円につき金101円となります。

　

Ⅱ．WIDE Corp.の株式取得（子会社化）の件

当社は、平成19年5月10日開催の取締役会において、医療機器及び航空管制等の産業用液晶モニターメーカーである

韓国のWIDE Corp.（以下、WIDE社）の発行済株式数の約45％を取得し、同社を子会社化することについて決議し、平成

19年5月18日に同社の株式を取得の上、子会社といたしました。

１．株式取得（子会社化）の経緯と目的

（1）株式取得（子会社化）の経緯

WIDE社はサムスングループ出身者が中心となり、平成11年12月に韓国に設立された医療機器及び航空管制等の産

業用液晶モニターの開発・製造・販売会社で、これまで培った液晶技術を応用し、新事業として素材事業を行ってま

いりました。現在、同社は、韓国本社の他、米国現地法人、日本事務所、欧州事務所を有し、医療分野を中心に産業用液

晶モニターをワールドワイドに販売しております。当社は、平成13年11月より同社に医療機器向けグラフィックス

ボードの販売を開始し、主に医療分野で取引を深耕させ、平成17年12月に同社の筆頭株主（平成19年3月31日現在出

資比率:13.5％）になっております。

WIDE社の平成18年12月期決算において、新事業の素材事業につき、設備資金の負担が重く、量産化への追加投資が

困難なことから、同事業から撤退し、あらためて産業用液晶モニター事業に同社の経営資源を集中させることになり

ました。素材事業からの撤退に伴い、同社に特別損失が発生し、今般、当社をはじめとする既存株主に対し株主割当増

資の依頼が寄せられました。

EDINET提出書類

株式会社リアルビジョン(E02057)

有価証券報告書

 88/102



（2）株式取得（子会社化）の目的

前述の株主割当増資に対し、当社として以下の理由より積極的に対応することとし、今般、当社はWIDE社に追加出

資を行い、同社の財務基盤を強固にすると同時に同社を子会社化いたしました。また、当社は取締役の派遣も行う予

定です。

なお、今般の株主割当後、WIDE社は韓国の大手金融グループ等に対し第三者割当増資を行う計画であり、事業資金

を確保の上、今後、当社及びWIDE社で一体となり産業用グラフィックスシステムメーカーとして事業展開を図って

まいります。

①WIDE社の産業用液晶モニター事業は、当社のグラフィックス関連事業と同様に、大手企業が激しい競争をしてい

るテレビ及びPC等の商業用途は避け、高い技術力と高付加価値を生み出す産業用にフォーカスしており、既に医療

分野で基盤を確立し、現在、航空管制分野に進出している他、船舶及びDTP（印刷関連）等への展開を計画してお

り、両社がフォーカスしている事業領域は重複し、事業の親和性が非常に高いこと。

②当社が画像処理を行うグラフィックス・サブシステム（グラフィックスLSI、基本ソフト〔ドライバ、ライブラ

リ〕並びにボード）、WIDE社が画像表示を行う液晶モニター、と両社の製品上の補完関係は強く、産業用グラ

フィックスシステムとして両社製品をセットもしくはモジュールとして販売することで、事業展開の相乗効果が

認められ、顧客への訴求効果がより高まること。

③産業用液晶モニターの中でも医療機器向け液晶モニターは、高画質、高解像度、輝度及び画質の持続性等、特に高い

技術力が要求されますが、現在、WIDE社の医療機器向け液晶モニターは、世界的な欧米の大手医療機器メーカー等

に採用されており、同社の産業用液晶モニター事業は、高い技術力により医療分野を中心に既に事業基盤を確立し

ていること。

２．WIDE社の概要

（1）商号 WIDE Corp.（http://www.widecorp.com）

（2）代表者 W.K.Kim

（3）所在地 806-3,Yangcheong-Ri,Ochang-Myun,Cheongwon-Gun,363-883,Korea

（4）設立年月日 1999年12月

（5）主な事業の内容 医療及び航空管制等の産業用液晶モニターの開発・製造・販売

 

（6）
決算期 12月31日

 

（7）
従業員数 89名（平成18年12月31日現在）

 

（8）
資本の額 3,702,925千ウォン（474,714千円）（平成18年12月31日現在）　（注1）

 

（9）
発行済株式数 7,405,850株（平成18年12月31日現在）

 

（10）
大株主の構成 当社、WIDE社の経営陣及び従業員、並びにベンチャーキャピタル等

（11）業績の動向（注1～4）

 
平成18年12月期

（前期実績）

平成19年12月期

（当期予想）

売上高 
16,877百万ウォン

（2,163百万円）

20,400百万ウォン

（2,615百万円）

営業利益（△損失）
△3,637百万ウォン

（△466百万円）

1,020百万ウォン

（130百万円）

税引前当期純利益（△純損失）
△14,773百万ウォン

（△1,893百万円）

520百万ウォン

（66百万円）

当期純利益 （△純損失）
△14,773百万ウォン

（△1,893百万円）

520百万ウォン

（66百万円）

総資産 
30,661百万ウォン

（△3,930百万円）
－  

株主資本 
3,419百万ウォン

（438百万円）
－  

１株当たり配当金 － －  

（注1）参考として、平成18年12月31日現在の為替レート1ウォン＝0.1282円を基準に、韓国ウォンを日本円に換算

しております。

（注2）経常利益に該当する科目がないため、税引前当期純利益を用いております。
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（注3）平成18年12月期について、売上高は産業用液晶モニターの売上だけであり、医療機器向けが中心でありま

す。新事業の素材事業は開発のみであり費用の負担重く、その結果、営業利益が赤字になっております。ま

た、素材事業の撤退に伴い、同事業の設備につき簿価を下回る価格で売却等を行ったことにより特別損失

を計上し、当期純損失として△14,773百万ウォン（△1,893百万円）の赤字となりました。

（注4）平成19年12月期について、上期は素材事業の最終整理に費用がかかる予定ですが、下期以降は産業用液晶

モニター事業に経営資源が集中され、収益力も大幅に回復することが期待できます。

３．株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況

（1）異動前の所有株式数

普通株式　　　997,850株（所有割合13.5％）（注5） 

（議決権の数　997,850個）（注5）

（2）株主割当増資及び失権株の割当により当社が取得する株式

普通株式　　　8,000,000株（取得価額4,000,000千ウォン〔522百万円〕）（注7）

（議決権の数　8,000,000個） 

（3）異動後の所有株式数

普通株式　　　8,997,850株（所有割合約45％）（注5,6）

（議決権の数　8,997,850個）（注5）

（注5）当社出資比率には、当社子会社であるTSUNAMI2002-1号投資事業組合及びTSUNAMI2004-1号投資事業組

合によるWIDE社への出資分も勘案しております。

（注6）株主割当増資後、WIDE社は韓国の大手金融グループ等に対し第三者割当増資を行う計画でありますが、

当社は、取得済みの同社転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の一部を行使し、出資比率40％以上を

維持する予定です。なお、WIDE社は当社が議決権の40％以上を有し、かつ技術・資金等において緊密な関

係にあることから、実質基準を適用し当社子会社となります。

（注7）参考として、平成19年5月10日現在の為替レート1ウォン＝0.1306円を基準に、韓国ウォンを日本円に換算

しております。

４．日　程

 平成19年5月10日 取締役会決議

 平成19年5月11日 株主割当増資の払込期日

 平成19年5月18日 失権株の割当の払込期日

　

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

第1回無担保転換社債型新株予約権付社債の全額繰上償還の件

当社は、平成20年4月14日開催の取締役会において、平成17年12月22日発行の当社第１回無担保転換社債型新株予約

権付社債について、平成20年4月14日現在における残存金額500,000千円全額を繰上償還することを決議し、平成20年5月

15日に500,000千円を繰上償還いたしました。

１．繰上償還の理由

当社遊技機器向けの新型ＬＳＩにつき、次期上期のサンプル製品出荷に向け、前回、当該新株予約権付社債の一部

繰上償還を決議した平成20年2月18日以降も開発の進捗状況を入念に確認して参りましたが、当該進捗状況は引続き

順調に推移しており、また、次期の事業計画並びに当社の現金及び預金の残高として1,148,011千円（平成20年3月末

日現在）有していること等も検討した結果、かざか証券株式会社（以下、かざか証券）が保有する当該新株予約権付

社債について、社債要項「11.償還の方法および期限（3）」（注）に基づき全額繰上償還することにいたしました。

当該新株予約権付社債の平成20年4月14日現在における残存金額500,000千円全額を繰上償還いたしましたが、当該

資金につきましては、当社手許資金を充当いたしました。

２．繰上償還の詳細について

（1）繰上償還銘柄 当社第1回無担保転換社債型新株予約権付社債

（2）繰上償還日 平成20年5月15日

（3）転換価額 53,337.2円

（4）繰上償還額 500,000千円

（5）繰上償還金額（注） 額面100円につき金101円

３．繰上償還による当社業績に与える影響について

繰上償還金額が額面100円につき101円のため、繰上償還により5,000千円の費用が生じました。

（注）社債要項「11.償還の方法および期限（3）」の概要
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当社は、平成17年12月26日以降、その選択により、本新株予約権付社債の社債権者に対して償還日から30日以上

60日以内の事前通知を行った上で、その時点において未償還の本社債の全部または一部を繰上償還することがで

きます。この場合の償還価額は本社債の額面100円につき金101円となります。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証

券

その他有

価証券
A.C.R.TECH CO.,LTD. 843,353 55,247

計 843,353 55,247

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高
（千円）

有形固定資産        

建物 3,671 12,077 2,951 12,797 2,066 1,426 10,731

工具器具及び備品 167,733 25,199 64,445 128,486 99,201 15,442 29,285

有形固定資産計 171,404 37,276 67,396 141,284 101,268 16,868 40,016

無形固定資産        

ソフトウェア 323,034 16,450 4,153 335,330 321,834 34,563 13,496

電話加入権 700 － － 700 － － 700

無形固定資産計 323,734 16,450 4,153 336,030 321,834 34,563 14,196

　（注）当期減少額のうち主なものは、開発研究用機器の除却61,318千円であります。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 315 2,979 315 － 2,979

投資損失引当金 535,320 256,974 535,320 － 256,974

賞与引当金 18,280 16,430 18,280 － 16,430
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（２）【主な資産及び負債の内容】

（現金及び預金）

区分 金額（千円）

現金 556

預金の種類  

当座預金 2,115

普通預金 965,524

定期預金 100,000

外貨預金 79,815

小計 1,147,455

合計 1,148,011

（受取手形）

（相手先別内訳）

相手先 金額（千円）

兼松㈱ 91,791

合計 91,791

（期日別内訳）

期日別 金額（千円）

平成20年４月 91,791

合計 91,791

（売掛金）

（相手先別内訳）

相手先 金額（千円）

㈱イスコ 128,331

㈱ナナオ 78,585

兼松㈱ 61,194

NTTアドバンステクノロジ㈱ 41,107

WIDE　Corporation 24,986

その他 20,311

合計 354,515

（売掛金の発生及び回収並びに滞留状況）

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

1,139,712 1,199,424 1,984,621 354,515 84.8 227

EDINET提出書類

株式会社リアルビジョン(E02057)

有価証券報告書

 93/102



　（注）当期発生高には消費税等が含まれております。

（製品）

品名 金額（千円）

グラフィックスボード 50,018

その他 1,693

合計 51,712

（原材料）

品名 金額（千円）

グラフィックスＬＳＩ 101,333

グラフィックスボード開発 21,848

その他 3,220

合計 126,401

（仕掛品）

品名 金額（千円）

グラフィックスボード開発 6,725

その他 746

合計 7,472

（未収消費税等）

区分 金額（千円）

消費税 32,613

地方消費税 8,153

合計 40,767

（関係会社株式）

会社名 金額（千円）

WIDE Corporation 576,261

MacroTech Semiconductor Corporation 81,963

株式会社リアルビジョン北九州 30,000

RVU，INC 24,810

合計 713,035

（関係会社社債）

会社名 金額（千円）

WIDE Corporation 567,816

合計 567,816

（買掛金）
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相手先 金額（千円）

デル㈱ 176

合計 176

（未払金）

相手先 金額（千円）

Global Unichip Corporation 48,692

㈱テクノマセマティカル 13,650

㈱リアルビジョン北九州 5,460

㈱リョーサン 5,405

KIENERGY INTERNATIONAL Co.,LTD 2,564

その他 9,122

合計 84,894

（新株予約権付社債）

種類 金額（千円）

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債 500,000

合計 500,000

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

株券の種類 １株券、10株券

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 ──────

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店および全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

端株の買取り  

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店および全国各支店

買取手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告により行います。ただし、事故その他やむを

得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合の公告

方法は、日本経済新聞に掲載する方法といたします。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次

のとおりです。

http://www.realvision.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

１．有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第11期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月26日関東財務局長に提出

２．臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第3号（特定子会社の異動）の規定に基づくもの

平成19年８月24日関東財務局長に提出

３．半期報告書

　（第12期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月14日関東財務局長に提出

４．臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第9号の2（監査証明を行う公認会計士等の異動）の規定に基づくも

の

平成20年５月21日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年６月26日

株式会社リアルビジョン    

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 磯貝　和敏

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 沖　　恒弘

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山口　直志

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

リアルビジョンの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社リアルビジョン及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

１．セグメント情報の事業の種類別セグメント情報の会計処理の変更及び所在地別セグメント情報の会計処理の変更

に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より配賦不能営業費用の範囲を変更している。

２．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より投資損失引

当金を計上している。

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年5月10日開催の取締役会の決議に基づき、平成19年6月11

日に第１回無担保転換社債型新株予約権付社債について5億円を繰上償還した。

４．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年5月10日開催の取締役会の決議に基づき、平成19年5月18

日に韓国のWIDE Corp.の株式を取得し、子会社とした。

５．重要な後発事象に記載されているとおり、連結子会社であるMacroTech Semiconductor Corporationは平成19年6月14

日開催の取締役会において、営業権の一部を譲渡することについて決議した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

※　上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　 　 平成20年６月26日

株式会社リアルビジョン 　 　

　 取締役会　御中 　

　 監査法人Ａ＆Ａパートナーズ 　

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 中井　義己　　印

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 齊藤　浩司　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社リアルビジョンの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

リアルビジョン及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

１．重要な後発事象に記載されているとおり、連結子会社であるWIDE Corp.は既存のストックオプションを全て失効さ

せ、平成20年３月28日開催の株主総会においてストックオプションを新規に発行した。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年４月14日開催の取締役会の決議に基づき、平成20年5月15

日に第１回無担保転換社債型新株予約権付社債500,000千円を繰上償還した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

※　上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年６月26日

株式会社リアルビジョン    

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 磯貝　和敏

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 沖　　恒弘

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山口　直志

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

リアルビジョンの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第11期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社リ

アルビジョンの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

追記情報

１．重要な会計方針に記載されているとおり、会社は当事業年度より投資損失引当金を計上している。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年5月10日開催の取締役会の決議に基づき、平成19年6月11

日に第１回無担保転換社債型新株予約権付社債について5億円を繰上償還した。

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年5月10日開催の取締役会の決議に基づき、平成19年5月18

日に韓国のWIDE Corp.の株式を取得し、子会社とした。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　 　 平成20年６月26日

株式会社リアルビジョン 　 　

　 取締役会　御中 　

　 監査法人Ａ＆Ａパートナーズ 　

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 中井　義己　　印

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 齊藤　浩司　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社リアルビジョンの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第12期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社リア

ルビジョンの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年４月14日開催の取締役会の決議に基づき、平成20年5月15日

に第１回無担保転換社債型新株予約権付社債500,000千円を繰上償還した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

※　上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

EDINET提出書類

株式会社リアルビジョン(E02057)

有価証券報告書

102/102


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除去等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）所有者別状況
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	（８）ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	（１）株主総会決議による取得の状況
	（２）取締役会決議による取得の状況
	（３）株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	（４）取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	（１）最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	（２）最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	（１）連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結株主資本等変動計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	関連当事者との取引

	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表


	（２）その他

	２財務諸表等
	（１）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③株主資本等変動計算書
	④附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	有形固定資産等明細表
	引当金明細表


	（２）主な資産及び負債の内容
	（３）その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

